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第4回 エネルギー総合工学 シンポ ジウム(研 究成果報告会)

一 熱 ・電力の併給システム開発とその課題一

開 催 の ご 案 内

(財)エ ネ ルギ ー 総 合 工 学 研 究 所 は,恒 例 と な りま した エ ネ ルギ ー 総 合 工 学

シ ンポ ジ ウム の 第4回 を下 記 に よ り開 催 い た しま す。

本 年 の メ イ ン テ ー マ は,熱 ・電 力 の 併 給 シ ス テ ム 開 発 と そ の 課 題 で,詳 細

は の ちほ どお 知 ら せ し ます が,お 誘 い 合 せ ご来場 下 さい ます よ うご案 内 申 し

あげ ます 。

と き:昭 和59年7月10日(火)13:30～17:30

と こ ろ:日 本 工 業 倶 楽 部2階 大 会 議 室 〔定 員220名 〕

(東 京 都 千 代 田 区 丸の 内1-4-6)

〔満 員 の 節 は ご 容 赦 下 さい〕

問合 せ先:(財)エ ネ 」レギー総 合工 学研 究所 調査部TEL:(03)508-8891
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科 学 と 政 治

理事 ・京都大学名誉教授 椹 木 義 一一
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オ ース トリアの ウィー ン郊外,ラ クセ ンブル グにある国際応用 システ ム解 析研究

所 に おいて 本年1月"ScienceforPublicPolicy"な る テーマ で東 西両 陣 営 か

らのこの方面の専門家30名 が集 って会合が もたれた。わが国か らは東京大学茅 陽一

教授が 出席 したが,筆 者 もこの研究所 に深 いかか わ りを もつ ことか ら,こ の問題 に

つ いての重要性 を特 に感 じる もので あ り,こ こに私見 を申 しのべ たい。

最近 の科学 ・技術の余 りにめざま しい発達 は,世 界 の どの国において も科学 と政

治 の間 の コ ミュニケー シ ョン ・ギ ャップを益 々ひろめよ うとしている。その根 本原

因は科学者 ・技術者 の種 々な発展 ・発明を政 治的な意思 決定に如何に結 びつけ るか

について,今 のところ十 分な方策 が もたれていない ことではなか ろうか。すなわ ち,

政策決定者の直面する問題 はいつ も学際的であ って,従 来の科学の体系の もとにえ

られる個別的な科学 ・技術の知 識では解 決 されな いことであ る。

例えば,エ ネルギー問題,食 糧 ・農業 問題,環 境問題 などはどれ一つ とって みて

も人間の生存 には欠 くべか らざる問題で あるが,こ れ らは何れ も従来の縦型の個別

専門分野の知識 だけで解決 され るべ き もので な く,ま してや これ らの三 つの問題 は

と もに関連す ると ころ大であ ると ころか ら,政 策決定の 問題 に結 びつ けるのには,

これ らを さ らに統合 して考 える必要が ある。

この よ うに考 えると,個 別科学 を横 につ な ぐ役 割 を果す 方 法論の 必要 に迫 られ

るの は明 らかである。 ここに登場 す るのが いわ ゆ る"シ ステ ムズ ・ア プ ローチ"

なる もので ある。 しか し,こ の システムズ ・アプ ローチに して も従来 か ら行われた

Wel1-definedな システ ムに対 す る もの でな く,111-definedな システ ム,す な わ

ちあいまい さ,不 確定 さ,さ らには人間的要 素を多分に含んだ システムに対 しての

方法論,筆 者 は これを"し なやか な システムズ ・アプ ローチ"と よんで いるが,こ

の方 法論が発 展する ことが望まれ るのである。 このよ うな手法の介在に よって科学

者 ・技術者の意見が正 しく政治 に反映す るので はないか と考 える。 ど うや ら筆者の

専攻する新 しいシステ ム工学をP.R.す る はめ にな った よ うで あ るが,最 近 の所

感の一端をのべた次第であ る。(さ わ らぎ よ しかず)
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FBR大 型炉 開発 国 際 シ ンポ ジ ウ ム(仮 称)

開催 のお知 らせ

高速増殖炉(FBR)は,プ ル トニウムリサイクルによるウラン燃料の有効利用を

図るための原子炉であり,軽 水炉(LWR)を 引継 ぐ次世代の原子炉 として位置づけ

られ,我 が国 をはじめ世界の各国において,国 家プロジェクトとして研究開発が進め

られてお ります。

しかし,そ の開発は,当 初予想 されていたよりも困難が多く,そ の技術開発分野の

広 さ,研 究開発費の大 きさのため国際協 力の必要性 が強調 されています。

我 が国では,現 在,国 のプロジェク トとして開発する原型炉"も んじゅ"の 建設が

開始 されるとともに,次 の大型炉(実 証炉)の 建設に向けて,電 気事業連合会 に高速

増殖炉開発準備室が置かれ,フ ランス,ア メリカ等との情報交換活動が始まりつつあ

ります。

このような時期 に,世 界の主要国のFBRの 専門家 を招いて,高 速増殖炉の将来を

展望 し,実 用化への道程での主要な課題 と考 えられるコス ト低減方策,安 全設計基準,

耐震 ・高温構造,FBR燃 料の再処理等 について,情 報交換 を行 うとともに,関 係者

による自由な討論を行 うことは,今 後の研究開発を促進 し,そ の方向づけを確立 して

行 く上で極めて有意義であります。また,と もすれば,国 際協 力に受身であると批判

を受け勝 ちな我が国の国際的な立場の強化 にも役立つものと考 えられます。'

以上のよ うな趣 旨にもとづ き,財 団法人エネルギー総合工学研究所は,政 府犀係機

場 所 如水会館

(東京都千代田区一 ッ橋2-1-1)

なお,追 って詳細は決定次第 お知 らせ します。
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昭和59年 度 にお ける資源エ ネルギー関連

技術 開発の重点事項 につ いて

福 島 章

1)

、
)

ノ

〆

1.は じ め に

我が国をめ ぐる最近のエネルギー情勢は大

きな変化を遂げている。国際的には,石 油消

費国における省エネルギーの進展,石 油代替

エネルギーの開発 ・導入の推進や世界経済の

回復の遅れ等により,世 界の石油消費量は大

幅な減少を示し,昨 年3月,OPECが その

設立以来初めて基準原油価格を引下げる等国

際石油需給は緩和基調で推移 している。また,

国内的には,一 次エネルギー供給の大宗を海

外からの輸入に依存するという我が国のエネ

ルギー構造の脆弱性は依然として残るものの ,

省エネルギー,石 油代替エネルギーの導入等

の進展により石油依存度が低下する等エネル

ギー需給構造に変化が見られる。

このような状況の下で,昨 年4月 以降,総

合エネルギー調査会において 「長期エネルギー

需給見通 しとエネルギー政策の総点検」が行

われ,8月 には,セ キュリティーとコス ト等

とのバ ランスのとれた最適エネルギー需給構

造の実現を目指すため,需 給構造 の変化を踏

まえた石油の安定供給の確保,中 長期的な石

油代替エネルギー開発導入,及 び省エネルギー

の推進並びに供給コス トの低減を目的とする

電源多様化の推進等を図るべきことが提言さ

れた。さらに11月 には,総 点検で示された基

本方向に沿った新しい長期エネルギー需給見

通 しが策定されたところである。

以上のような点を踏まえ,総 合的な資源エ

ネルギー政策として次のような施策を推進す

る必要がある。

今後ともエネルギー供給において主要な地

位を占める石油については,引 き続き安定供

給基盤の整備を図るため,石 油精製設備の高

度化,石 油産業の集約化の促進による構造改

善の実現を目指すとともに,石 油開発,石 油

備蓄を着実に推進する。次に,各 分野におけ

る省エネルギーの一層の進展に努めるととも

に,石 油代替エネルギーの開発導入について,

技術開発の重点化,効 率化を行いつっその推

進を図る。 さらに,原 子力発電を中心とする

電源多様化の推進と原子力開発利用の基礎と

なる核燃料サイクルの事業化の推進を図る。

また,中 長期的な観点から資源の安定供給を

図るため,希 少金属備蓄,深 海底鉱物資源開

発等を積極的に進める。

このような資源エネルギー政策を体系的に

示すと表1(文 末に掲載)の ようになるが,
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同表に示すように通商産業省においては広範

な分野において資源エネルギー関連の技術開

発に取 り組んでいるところである。

2.昭 和59年 度における資源エネルギー関

連技術開発の概要

資源小国である我が国が,国 際経済社会に

おいて強いバーゲニングパワーを維持しつっ,

世界経済の活性化に寄与するためには,創 造

的自主技術開発を推進することが極めて重要

である。総合的な資源エネルギー政策の一環

としての技術開発についても,こ のような背

景を踏まえっつ,様 々な施策が展開されてい

る。

以下に通商産業省における資源エネルギー

関連技術開発のうち,主 要なものについてそ

の概要を紹介する。(括 弧内は59年 度予算で

ある。)

2.1石 油関連技術開発

1)石 油精製関連技術

石油は我が国のエネルギー需給構造におい

て今後とも主要な地位を占めるものであるが,

産油国の軽質原油温存策等により輸入原油の

重質化が進展する一方,B,C重 油需要の減

少により石油製品需要が中軽質化 しているた

め,我 が国の石油製品需給バランスを適正に

確保することが難 しくなりつつある。石油製

品全体の需給バランスを確保しつつ中間留分

の安定供給を図るため,多 様な重質油対策等

を講 じているところであるが,抜 本的対策と

して重質油分解技術を始めとする重質油対策

技術等の開発 ・導入を推進することが必要で

あり,次 のような技術開発施策を実施するこ

ととしている。

(1)重 質油対策技術実用化開発事業

(5,145百 万円)

重質油対策技術研究組合が行 う本格的重質

油分解技術の実証化プラン トレベルでの技術

開発(57～61年 度の5か 年計画)に 対し補助

を行う。59年度は引き続き残油接触分解技術,

残油水素化分解技術及び残油熱分解技術の実

用化開発を行う。

(2)重 質油残渣物有効利用技術開発事業

(1,178百 万円)

重質油対策技術研究組合が推進しているピッ

チ,石 油コークス等重質油残渣物を原料とす

る都市ガス用合成ガス,低 廉水素ガスの製造

技術開発事業(56～61年 度の6か 年計画)に

対し補助を行い,重 質油残渣物有効利用技術

開発の確立を図る。

(3)軽 質留分新用途技術開発事業

(1,996百 万円)

今後の中 ・長期的な国産ナフサの過剰傾向

に対処 し,安 定的な軽質留分の新規需要分野

の創出を図るため,軽 質留分新用途開発技術

研究組合が行う,① 軽質留分の民生用石油製

品への変換技術,② 軽質留分の高付加価値化

学製品への変換技術,③ 軽質留分有効活用技

術の開発事業(58～62年 度の5か 年計画)に

対 し補助を行 う。

(4)新 燃料油技術研究開発事業

(2,290百 万円)

中間留分代替の観点か ら新燃料油開発技術

研究組合が行う,① 天然ガス,石 炭か らの合

成ガスを原料とする合成炭化水素油合成アル

コール製造技術,② オイルサンド油,オ イル

シェール油の改質精製技術,③ バイォマス利

用技術(セ ルロースの分解発酵技術)の 開発
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事業(55～62年 度の8か 年計画)に 対 し補助

を行 う。

2)石 油備蓄関連技術

石油備蓄は,石 油の一次エネルギー供給に

占めるウェイトの大きさ,中 東依存度の高さ,

エネルギー全体の安定供給に寄与する機能等

に鑑みれば,我 が国経済の安全保障上,緊 急

時対策 として重要な課題であり,引 き続き現

行の備蓄目標の達成,維 持を図 らなければな

らない。 このため,石 油備蓄技術について次

の施策を行う。

・石油備蓄技術調査(489百 万円)

安全で経済的な新備蓄システムを実用化す

るため,地 下備蓄の技術及びワックス原油の

固化備蓄技術について引き続き実証実験を行

う。

3)石 油開発関連技術

石油の自主開発は各種の原油調達方式の中

で最も安定的な方式であるが,現 在,自 主開

発原油は海外か ら約34.5万 バーレル/日 が輸

入されているにすぎず,今 後とも技術面を含

め,現 実的かつ効率的に自主開発を行うべ く

検討を進める必要がある。このため,次 のよ

うな技術開発施策を行うこととしている。

ほ)オ イルシェール開発技術等研究開発

(1,755百 万円)

将来のエネルギー源として期待されている

オイルシェールにっいて,パ イロットプラン

トによる実験を含む研究調査を行い,我 が国

独自の開発技術を確立する。59年 度は,前 年

度までのベンチプラントテス トを中心とする

研究成果を踏まえ,パ イロットプラントの建

設等を行 う。(56年 度か ら61年度までの6か

年計画)。

(2)二 ・三次回収技術研究開発(903百 万円)

5

1990年 代以降の中核的石油開発技術 と目さ

れる二 ・三次回収技術(油 田からの石油の増

回収技術)に ついて,パ イロッ トプラン ト規

模での研究開発を行う(57年 度から62年度ま

での6か 年計画)。59年 度は,ケ ミカル攻法

について圧入井の掘削 ・圧入施設建設等を行

う等引き続き所要の研究開発を行う。

(3)そ の他の石油開発技術関連技術

その他の石油開発技術として,① 海底石油

生産 システムの研究開発(875百 万円),②

石油資源遠隔深知技術研究開発(1,340百 万

円),③ 海洋石油生産プラッ トホーム開発調

査(海 洋資源開発関連技術の項 に別掲。225

百万円),④ 海洋石油開発高能率掘進技術開

発調査(同,22百 万円)を 行うこととしてい

る。

2.2原 子力関連技術開発

準国産エネルギーともいえる原子力発電に

ついては,石 油代替エネルギーのなかでも中

核的な位置を占めるものとして,我 が国にお

いて も従来から,そ の開発利用を積極的に推

進してきたところである。電源多様化の推進

は,エ ネルギーセキュリティーの確保のみな

らず電力コス トの低減にも資するものであり,

他の電源に比べ優位な経済性を有す る原子力

発電については,今 後とも安全性の確保に万

全を期 しつつ,軽 水炉改良標準化等の技術開

発を引き続き推進すること等により信頼性,

経済性のよ り一層の向上を図ることが重要で

ある。

さらに,原 子力発電の開発利用の基礎とな

る,ウ ラン濃縮,使 用済燃料の再処理の事業

化による自主的核燃料サイクルの早期確立を

図るとともに,放 射性廃棄物の処理 ・処分や



原子炉の廃止措置技術等についても引き続き

調査 ・検討を行う必要がある。また,ウ ラン

資源の有効利用の観点から,高 速増殖炉等の

新型炉の研究開発を進めることが重要である。

このため,次 のような施策を講ずることとし

ている。

1)原 子力発電の安全性の確保 ・信頼性の

向上対策

原子力発電の安全性確保に万全を期すると

ともに,軽 水炉改良標準化の推進等による信

頼性,経 済性の一層の向上を図り,原 子力発

電の高度化を推進する。

(1)原 子力発電安全対策の充実 ・強化

① 安全解析コー ド改良等(2,371百 万円)

安全解析についての行政庁によるクロスチェ

ックを充実するため,実 用発電用原子炉に係

る安全解析 コー ドの改良 ・整備及びこれに必

要な試験を行 う。

② 実用発電用原子炉自動検査装置等実証

試験(826百 万円)

原子力発電所の諸検査等に伴 う放射線被ば

くの低減化及びそれによる検査の効率化を図

るため,安 全性,信 頼性の確保上特に重要な

自動検査装置等の導入促進を図る。

② 軽水炉改良標準化等の推進

① 軽水炉改良技術確証試験等

(4,174百 万円)

日本型軽水炉の確立を図るため第三次改良

標準化調査を推進するとともに,確 証試験の

実施により,イ ンターナルポンプ,高 性能燃

料,大 型炉心及び高耐震構造立地技術の実用

化を促進する。また,軽 水炉におけるプル ト

ニウム利用の実用化に係る調査及び軽水炉の

信頼性向上のための調査を実施する。さらに,

59年度からは高度検査機器及び検査結果評価

システムの開発並びに原子力発電プラント機

器,設 備の点検 ・保修等高度な作業を行 うロ

ボット技術の開発を行 う。

② 原子力発電支援システム開発

(1,960百 万円)

原子力発電所の信頼性のより一層の向上を

図る観点から,日 常の運転管理等における運

転員の負担軽減等のための支援システムの開

発を行う。

③ 原子力発電施設信頼性実証試験

(7,569百 万円)

原子力発電所の耐震信頼性を大型高性能振

動台により実証するほか,燃 料集合体,ポ ン

プ等の設備についての実証試験を継続 して行

う。59年 度においては,新 たに実用原子力発

電施設の安全性解析に関 し,事 故の分析評価

等ソフ ト面か ら原子力発電所の安全性を実証

する。

④ 実用発電用原子炉廃炉設備確証試験

(175百 万円)

今後10数 年後には具体化する原子炉の廃止

措置に関 して,安 全性,信 頼性の向上の観

点か ら必要な技術調査を行うとともに,特

に重要な原子炉圧力容器切断技術及びコンク

リー ト表層はく離技術について確証試験を行

う。

2)自 主的核燃料サイクルの確立

原子力開発利用推進の基礎となる自主的核

燃料サイクルの確立を図るため,商 業 ウラン

濃縮工場及び商業再処理工場の建設推進のた

めの技術開発,放 射性廃棄物処理のための技

術開発等を引き続き実施する。

(1)ウ ラン濃縮遠心分離機製造技術確立

(150百 万円)

国産ウラン濃縮商業プラントに用いる遠心
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分離機を円滑に供給するため,遠 心分離機の

製造に必要な特殊引抜加工等高信頼化,高 自

動化等の技術の確立を図る。

(2)核 燃料 リサイクル促進調査(71百 万円)

プル トニウム等を燃料とした混合酸化物燃

料(MOX燃 料)加 工の事業化方策及び回収

ウラン利用方策について調査を実施する。

(3)第 二再処理工場技術確証調査

(3,625百 万円)

商業再処理工場の建設に必要な再処理主要

機器及びプロセスについて確証調査を行う。

(4)放 射性廃棄物処理技術開発促進

(186百 万円)

放射性廃棄物の発生量の低減を図るため,

減容処理技術に関する民間での技術開発に対

し補助を行 う。

(5)低 レベル放射性廃棄物施設貯蔵 システム

確立調査(67百 万円)

低レベル放射性廃棄物の施設貯蔵の実施に

際し,処 理 ・輸送 ・処分の各段階の調査を実

施し,総 合システムを確立する。

3)新 型炉の開発利用推進

ウラン資源の有効利用の観点か ら新型炉

(高速増殖炉及び新型転換炉)の 実用化を推

進するため次の施策を実施する。

(1>発 電用新型炉等開発調査(435百 万円)

高速増殖炉(FBR)及 び新型転換炉(A

TR)の 実用化に係る技術的,経 済的諸問題

について調査を実施する。高速増殖炉(FB

R)に ついては,経 済性向上のため,今 後大

型炉に導入すべき新技術についてフィージビ

リティスタディを行う。

② 新型転換炉実証炉建設費補助

(1,515百 万円)

電源開発(株)に よる新型転換炉実証炉建

設事業の意義に鑑み,そ の建設を推進するた

め所要の補助を行う。

2.3石 炭関連技術開発

石炭は有望な石油代替エネルギーの一つと

して期待されるものであり,中 長期的には我

が国の石炭需要は一般炭を中心に着実に増加

していくものと考えられ,そ の生産 ・利用技

術について引き続き研究開発を推進する必要

がある。また,石 炭火力発電所における石炭

の利用は電源多様化の観点か ら重要であり,

その利用推進のための技術開発を実施するこ

ととしている。

1)石 炭生産 ・利用技術

(1)石 炭関係技術開発の推進(4,595百 万円)

採炭 ・掘進等石炭の生産工程の機械化,リ

モンコン化等生産技術を開発する。また,石

炭の利用拡大を図るため,短 ・中期に実用化

が期待でき,か つ開発効果が大きい流動床燃

焼,石 炭高濃度スラリー,石 炭のハン ドリン

グ等の石炭利用技術の研究開発を行う。

(2)石 炭ガス化技術開発(2,221百 万円)

サンシャイン計画の一環として石炭を原料

としたクリーンな発電用低カロリーガスを製

造する技術,及 びこれと連携する複合サイク

ル発電 システムを開発する。

2)石 炭火力発電所関連技術

(1)石 炭火力発電所乾式脱硫技術実証試験

(1,188百 万円)

現在,実 用化 している湿式の脱硫技術と比

べ大量の用水及び排水処理施設の付設の必要

がないこと,副 生品が少ないこと等優れた特

性を有す る乾式脱硫技術を実証するため,大

型石炭火力発電所に乾式脱硫装置を設置し,

試験を行う。
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(2)石 炭火力発電所高性能集 じん技術実証試

験(570百 万円)

石炭火力発電所のばいじん対策としては,

電気集 じん器が完成 された技術として広 く用

いられているが,石 炭火力において も石油火

力並みのばいじん対策を確立するため,よ り

高性能な集 じん技術の開発 ・実証試験を行

う。

(3)石 油火力発電所COM転 換実証試験

(1,226百 万円)

既設石油火力のCOM転 換を推進す るため,

既設石油火力において,ボ イラーの改造,公

害防止設備の増強並びにCOM製 造設備の改

良等を行い,燃 焼特性,ボ イラーの耐摩耗性

等の実証試験を行う。

(4)高 性能石炭火力技術開発(860百 万円)

高性能石炭火力の技術開発のたあ,超 高温

材料の実缶要素試験による確証,高 温タービ

ン回転体試験及び超高温タービン実証試験を

行う。

2.4水 力・地熱関連技術開発

貴重な国産エネルギーである水力,地 熱の

開発を促進するため技術開発を行う。

(1)海 水揚水技術実証試験(70百 万円)

海水揚水発電について,金 属,土 木材料等

の腐食問題,環 境問題等についての実証的な

試験調査を行う。

② 大規模深部地熱発電所環境保全実証調査

(770百 万円)

深部地熱(地 下3～4,000m)を 利用する大

規模発電所の開発を促進するための探査 ・利

用技術及び環境影響等の事項について実証調

査を行い,深 部地熱の利用技術の実証を行う

とともに環境保全上支障のないことを明らか

にする。

(3)地 熱発電所環境保全技術調査

(101百 万円)

地熱の開発に当たり十分留意 しなければな

らない自然環境との調和,温 泉影響への配慮

等環境保全にっいて,影 響予測手法,対 策技

術等開発を行う。

2.5省 エネルギー関連技術開発(ム ーンライ ト計

画)

省エネルギー政策の推進に当たっては,技

術の果たす役割が大きく,エ ネルギー供給部

門及び産業,民 生,輸 送等のエネルギー消費

部門の多岐にわたる省エネルギー技術を総合

的に捉え,計 画的に研究開発を促進する。

(1)大 型省エネルギー技術研究開発

(8,809百 万円)

研究開発に多額の資金 と長期間を要する等

民間では行うことが難しい技術研究開発課題

について,国 立試験研究所,民 間企業等の力

を結集して研究開発を行う。

① 高効率ガスター ビン(2,572百 万 円)

高効率ガスタービンを用いた総合効率55%

以上の複合発電システムの開発を行う。

② 新型電池電力貯蔵システム

(1,290百 万円)

大容量の新型電池による電力貯蔵システム

の開発を行う。

③ 燃料電池発電技術(3,669百 万円)

LNG等 を燃料とする新 しい分散型高効率

発電技術の開発を行う。

④ 汎用スターリングエンジン

(1,248百 万円)

多種燃料の使用が可能で,効 率の高いスター

リングエンジンの開発を行 う。
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⑤ スーパーヒー トポンプエネルギー集積

システム(30百 万円)

ケ ミカルヒー トポンプ等超高性能の ヒー ト

ポンプを利用 して低品位の廃熱を回収利用す

るシステムを開発する。

② 先導的基盤的省エネルギー関連技術開発

(233百 万円)

国の試験研究所において,省 エネルギー技

術の芽となる基礎的研究を実施する。

(3)省 エネルギー関連技術開発助成

(438百 万円)

民間企業が行う大型の省エネルギー技術の

実用化開発等の助成及び民生用エネルギー消

費機器開発の助成を行う。

2.6鉱 物資源安定供給確保関連技術開発

非鉄金属資源は,我 が国の産業及び国民生

活に不可欠の基礎資材であり,そ の安定供給

の確保は極めて重要である。 このため,鉱 物

資源探査技術等の研究開発を行う。また,海

洋資源開発に係る技術開発を実施する。

1)鉱 物資源探鉱開発関連技術開発

(1)鉱 物資源探査技術開発調査(69百 万円)

効率的な資源探査の促進により資源の安定

確保を図るため,資 源衛星による探査技術開

発,新 探査技術(深 部電気探査法)の 導入開

発等の調査を行 う。

(2)製 錬関連新技術研究開発(241百 万円)

エネルギーコストの上昇等に対処するため ,

石油代替エネルギーの導入を促進 し,か つ,

省エネルギーに資する製錬関連新技術(ス ラ

グ顕熱総合回収技術,溶 融還元亜鉛製錬技術)

の研究開発を行う。(共 通基盤型石油代替エ

ネルギー技術開発補助金制度の一環)

2)海 洋資源開発関連技術開発

(1)深 海底鉱物資源開発関連技術開発

① 深海底鉱物資源新探査技術等開発調査

(5百 万円)

マンガン団塊に関する探査技術等(高 速度

広域探査システム,自 動海洋環境調査システ

ム)の 開発に関する調査を行 う。

② マンガン団塊採鉱システムの研究開発

(大型プロジェク ト)(1,589百 万円)

工業技術院の大型プロジェク ト制度により

マンガン団塊採鉱 システムの開発を行う。

(2)海 洋開発関連技術

① 海洋石油生産プラットホーム開発調査

(225百 万円)

水深150～300mの 海域を対象とする海洋石

油開発に備えて建設コス トが安価で構造が簡

単な石油生産プラッ トホームの研究開発を行

う。

② 海洋石油開発高能率掘進技術開発調査

(22百 万円)

今後の海洋石油開発地域の極地化,深 部化

に伴う作業環境の悪化,熟 練 した掘削作業員

の不足等に対応するため,種 々の新技術につ

いて調査研究を実施 し,将 来のより高能率で

安全なリグ製造技術の基盤を確立する。

(ふ くしま あきら 通産省資源エネルギー

庁長官々房総務課)
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表1昭 和59年 度 資 源 エ ネ ル ギ ー 政 策 の 体 系

総合的 な資源工ネルキー政策の推進

石 油 の 安 定 供 給 基 盤 の 整 備 石油産業の構造改善の縄 τ=碧 端灘 糠 篇化

石油備蓄の灘 『 一[鷺1溜 難

石酬 発の推進一一一 「=碧 犠 鵯箒辮

LPG安 定供給の確保

石油流通対策の充実

LPG備 蓄の推進

石 油 代 替 エ ネ ル ギー の 開 発 ・

導 入 及 び 省 エ ネ ル ギー の 推 進

資 源 の 安 定 供 給 の 確 保

石油情報の普及啓発事業等

繰 ㌫ 及びエネル捕 一[隻 禿篇 諜 進

纏代　 　 　-ll麗 ∴1∴

電源 多様化等の推進

電 源 立 地 の 推 進

原子力発電の推進

石炭火力、水力、地熱等の推進

電力需要平準化対策の推進

電源地域の振興

電源立地に対する国民的理解 と協

力の増進

環境保全対策の推進

国 際 工 ネ ル ギ ー 政 策 の推 進

　 イク謝 　 一巳鰹1灘1繕 臨
、

策の推進

石炭の錠 供給確保の灘 一[欝 斉鶉 縫 制の整備

希少金属備蓄の推進 希 少 金 属備 蓄(7→11)

鉱物資源の探鉱開発の推進『[縢 釜鶴 雛

深海底鉱物資源探鉱開発の推進

そ の 他一 『E難 総1　

深海底鉱物資源の賦存状況調査等
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(単位:億 円)

重質油対策技術実用化 開発(35→51)、 軽質留分新用途技術開発(17→23)、 エネルギー利用効変化等投資促進税制 の創設

石油産 業設備高度化利子補給(0→2)(石 油精 製二次設備 を対象)

[玉1家イ群1蓄土曽づ垂ミ(1,652→1,779)

民 間石 油 備蓄 助 成(445→439)

探 鉱 等 投 融 資 出費 金(1,!78→1,140)、 国 内石 油 天 然 ガ ス 基礎 調 査(87→86)、 海 外投 資 等損 失 準 備 金 制度 の 延 長

オイル シェ ー ル開 発(15→20)、 石油2・3次 回収(8→9)

LPG備 蓄助 成(7→14)

〕')
エ ネ ル ギー 使用 合 理 化 ・省エ ネル ギー 投 資 の推 進 、ム ー ン ラ イ ト計画(95→96)

開 銀 貸付(60→54)、 ソー ラー シ ステ ム普 及促 進(62→64)

石 炭液 化 技 術 開 発(186→179)、 太 陽光 発 電 技 術開 発(54→70)、 燃 料電 池 発電 技 術開 発(16→34)

共通基盤型石油代替エ ネルギー技術開発(23→33)

軽 水炉 改 良 技 術確 証 試 験 等(24→42)、ATR実 証 炉 建 設 費補 助(ll→15)、 安 全 解 析 コー ド改 良等 委託(21→24)、

原 子 力 発電 施 設 等 緊急 時安 全対 策交 付 金(4→6)

石 炭 火 力(133→136)、 水 力(57→63)、 地 熱(83→85)

蓄 熱 式 ヒー トポン フの 普 及促 進

電 源 立地 促 進 対 策交 付 金(364→417)、 電 源 立 地特 別 交 付 金(lo6→115)、 水 力発 電 施 設周 辺 地 域 交 付金(38→38)

電 源 立地 推 進 広 報対 策 等 委託 費(8→8)、 広 報 ・安 全等 対 策 交 付 金(9→9)、 原子 力 広 報研 修 施 設 整備 費 補 助(4→4)

環境審査等調査委託費(7→7)、 大現模 発電所取放水影響調査委託費(2→3)

遠心分離機製造技術確立(2→2)

第二再処理工場技術確証調査(28→36)

放射性 廃棄物安 全性実証試験(2→2)、 放射性廃棄物処理技術開発促進(1→2)

)
/

海 外 炭探 鉱 融 資 ・開 発債 務 保 証(36→20)、 海 外 炭 開 発可 能性 調 査 費等 補助(8→6)

坑 内 骨格 構 造 整 備拡 充事 業 費 補助(127→127)、 鉱 山保 安 確 保 事 業 費補 助(86→88)、 石 炭鉱 業安 定 補給 交付 金(89→87)

広 域 ・精密 地 質 構 造 調 査(17→16)、 新 鉱 床探 査(10→5)、 特 定 中 小鉱 山振 興指 導(5→8)

海 外鉱 物 資源 基礎 的 調 査(7→7)、 資 源 開 発協 力基礎 調 査(23→24)

(13→12)、 マ ン ガ ン団塊 採 鉱 シス テム(12→14)
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表2昭 和59年 度 エ ネル ギー関係 特別会 計予 算につ いて

原 重 油 関 税

640円/k?

暫定 分110円/kC,延 長

不兎耳又1,212(1,261)

剰 余 金 等70(82)

1…兄月又1,267(1,360)

党

い醤

正
1

(

ピ石炭並びに石油 及び石油代替エネルキー対策特別会計〉

石特繰入

剰余金等

石 油 及 び 石 油 代 替 エ ネ ル ギ ー 勘 定

0.4%合 計

4,490(4,471)

1.合 理化安 定対策

抗 内骨格構造 整備拡充母{

業費補助金

石炭鉱業安定補給交付金

405(455)

127(127)

87(89)

鉱山保笈羅 保事業費補助金88(86)

2.鉱 害対 策

鉱害復 旧補助

3.産 炭地 域 振 興 対 策

583(588)

514(512)

85(88)

産炭地域振興臨時 交付金39(39)

4.労 働 省 182(184)

(石 油 対

1.開 発

探鉱投融資

石油 ・天然ガス基礎調査

天然ガヌ、探鉱費補助金

海外地 質構造調査等

海底石油生産システム

国際石油交流セン ター

2.備 蓄

国家備蓄増強対 策

民 間石 油 備 蓄助 成(利 子 補 給)439(

LPG備 蓄 助 成(利 一t"補糸1ヤ)

3.技 術開 発等

重質油対策技術

軽質留分新用途開発

新燃料 油

設備高度化融資利補

4.そ の 他

策)

1,385(1,457)

1,140(1,!78)

86(87)

33(28)

22(28)

8(51)

12(11)

2,391(2,274)

1,779(!,652)

445)

14(7)

150(

63(

20(

25(

2(

!49)

66)

17)

34)

o)

35(35)

5.そ の 他 28(28)

合
2
一口

△4.5%

1,282(1,343)
合 ↓三.口

1.2%

3,961(3,915)

(石油代替エネルギー対策)

1.石 炭資源開 発

海外炭探鉱融資 ・開発
債務保証

海外炭開発可能性調査等

石炭資源開発基礎調査

2.導 入促 進 対 策

開 銀貸 付 金

中 小企 業 導 入促 進

ソーラーシステム普 及促 進

ロー カ ル ・エ ネ ル キー

3. 技術開発

石炭液化技術

共通基盤型代エネ技術

代エネ技術実用化補助

水素製造 プラント

4.そ の 他

合 ↓雪
口

石特合計
△0.7%

5,772(5,814)

特会合計

(注)5鰍 税制改正1・より、石油税の拡充(歪1幽 こ髭 蕪 る税㍊ 二1:1髪)をfr
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4,400(4,250)

35(122)

44(62)

20(36)

6(8)

18(!9)

141(146)

54(60)

9(9)

64(62)

13(14)

330(334)

179(186)

33(23)

24(29)

0(1)

14(14)

△4.9%

529(556)

不兄 耳又1,381(1,179)

剰 余 金 等22(66)

1.

2.

3.

4.

ζ
」

《
)

通 商 産 業 省

(単位:億 円)

()58年 度予算額

電源多様化勘定

供給確保対策

水力開発

地熱開発

導入促進i対策

石炭火力建設等補助

技術実証等

技術開発

太陽エネルギー関係技術

地熱エネルギー関係技術

石炭エネルギー関係技術

燃料電池

高効率 ガスター ビン

原子力

ウラン濃縮関係

軽水炉改良技術確証試験等

新型転換炉実証炉

再処理関係

原子力発電 支援 システム等

科学技術庁分

その他

〈電源開 発促進対策特別会計〉

147(141)

63(57)

85(83)

127(!27)

88(87)

35(36)

226(196)

71(62)

49(41)

31(25)

34(16)

24(39)

181(134)

16(13)

42(24)

15(11)

41(33)

28(23)

693(623)

28(24)

-

り
乙

3

4

「0

ρQ

7

↑党 耳又775(578)

剰余 金等6(127)

電 源 立 地 勘 定

電源立地促進対策 交付金

電源立地特別交付金

原子 力発電施 設等周辺地域

交付金

電力移出県等交付金

水力発電施設周辺地域
交付金

原子力発電安 全対策等
委託 費

原子 力発電安 全対 策等

補助 金

原子力発電安 全対策等
交付金

その他

417(364)

115(106)

71(67)

44(39)

38(38)

155(142)

9(9)

33(32)

15(15)

合 計
ユ2.7%r

1,403(1,245)
合 .ヨ

ロ

10.7%

781(705)

電源特会合計
12.0%

2,183(!,950)

2.5%

7,955(7,764)

う予 定(59年 度 増 収 額約670億FJ)
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エ ネル ギ ー フロ ンテ ィア計 画 調 査 の概 要

長 田 武 嗣

1.は じ め に

国内に化石燃料資源が乏 しく,エ ネルギー

供給の大半を海外に依存するわが国にとって,

エネルギー源の多様化を通 じ,そ の安定供給

を確保することは,非 常に重要な課題の一つ

であり,そ の一環として有力な石油代替エネ

ルギー源である原子力の利用を推進し,そ の

石油代替効果を高めることが今後とも必要で

ある。

本調査研究は,原 子力の多目的利用による

原子力発電所と産業 ・地域社会が一体となっ

た新しい地域振興像を調査 ・提示し,も って

原子力発電所の新規立地を推進するためのフィ

ージビリティ・スタディを行 うことを目的と

しており,当 研究所が通産省の委託を受けて

実施 しているものである。

この調査は昭和57年 度から61年度までの5

力年にわたり実施される予定になっているが,

ここでは,そ の計画の概要と57年度の調査結

果について述べることとする。

2.本 計 画 の 目的

わが国のエネルギー需要の三分の二は熱の

形で利用 されており,そ の使用形態 は300℃

以下の低温領域と300℃ 以上の高温領域に大

別できる。また,現 在各地で実用に供されて

いる軽水炉型の原子力発電は,約300℃ 以下

の低温の熱需要に対し,熱 水あるいは蒸気と

いう形で熱エネルギーを供給することが可能

であることか ら,こ の熱を有効に利用できれ

ば,原 子力は従来からの電気供給に加えて熱

の供給を通 じて,発 電所を中心とした農水畜

産業,地 場産業,エ ネルギー多消費産業等の

諸産業の振興,さ らには,各 家庭への給湯等

による住民福祉の向上に大いに寄与しうるも

のと期待される。

本計画は,こ のような原子力発電の多目的

利用により発電所と地域社会が一体となった

新 しいタイプの地域振興の可能性について調

査し,も って原子力発電の新規立地を促進す

ることを目的とするものである。

3.基 本 計 画

本計画は,57年 度から61年度の5力 年にわ

たって調査ゐミ実施される予定であるが,調 査

内容としては,将 来,原 子力発電所の複数立

地が予定されているか,あ るいは立地を希望

する地域についてモデル化を行った後,下 記

一14一



57年
.竺_

rマ クP。 フ ィー?ヒ 『リテf・ ス タテ ィ,

58年 度59年 度

似 … レ ・ 一 ノ ビ リ テ ・ ・

60年 度 61年 度

・ ・1・ 仁

熱供給ノステムの基本設註

安全性の予備検討

多目的利用分野の凋斉

現状の歎篇要のモテル化

エ ネル 告一供給 サ イ ドの構 想 ,技 術的検 討
・安全性の検討1・ 熱輪送 効率の■VKItl1総 合モテ八のための熱
'雌 灘 の予傭棚1・fft"t形 態のiTralk

,:・tl供 給・ステ・の概念設。+

エネル 航一需 要サ イ ド の構 想'

各分野 ・業 種別需 要調在
農 林 水 産 楽:基 礎 素 材産 業
食品加正竿地場席業1新1,,rgu用 産ff

参 加 可 能 性 の 分 析Ir投 資 効串 分 析,

繍 ゆ 鮒

!。 。。テ。で。

1経 灘 等の検討

{
既 設 適 用 可 能 性 の 検 詞

予 傭 検 討}詳 縮 検 討
__ 一 」

原子力発電所多目的

利用の総合評価及び
全体設.{

・経済的可能性

・捜術的可能性

,

図1エ ネ ル ギ ー フ ロ ンテ ィ ア計 画 の5年 間 の 流 れ

〕う

へ/＼

.ソ

の3つ の面か らの検討を加え,原 子力発電の

多目的利用による地域振興計画を策定 しよう

とするものである。

① エネルギー供給サイ ドの検討

熱供給のための原子炉,配 管等の概念

設計,安 全解析等

② エネルギー需要サイ ドの検討

各分野 ・業種の投資効率分析等

③ 地元サイ ドの検討

地域の将来像の検討等

原子力発電の多目的利用が成立するために

は,原 子力発電所が各熱需要家の望むような

低 コス トかつ安定的な熱エネルギーを十分な

安全性をもって供給しうることが重要である

ことはもちろんであるが,そ れ以外にも発電

所周辺地域が各熱需要家の存立に必要な地理

的条件,労 働力条件等の諸条件を具備してい

るか否か,さ らにはこのような地域振興が地

元に十分受け入れられるものか否か等も大き

なファクタとなる。よって,本 計画では,エ

ネルギー供給サイ ドのハード面での検討に加

えて,エ ネルギー需要サイ ドの検討及び地元

サイ ドの検討 も行うこととしている。

調査方法としては,立 地地域ごとではな く,

これ らを統合 したいくっかの机上モデルを設

定 し,こ れをべ一スとするフィージビリティ

調査を実施することにしている。

なお,既 設発電所の多目的利用については,

発電所の改造等新規発電所の場合に比 して困

難な問題を有しているが,そ の重要性に鑑み

58年度より検討することとしている。

また,モ デル発電所のユニット数について

は,エ ネルギー供給の安定性等の観点から複

数ユニットを前提としている。

図1に 本計画の5年 間の流れを示す。

4.57年 度の調査結果の概要と今後の課題

57年 度は調査計画の初年度として原子力発

電の多目的利用の実現可能性について,お お

よその目安を得るとともに,今 後の検討課題

を明らかにするため,既 設原子力発電所周辺

x(L+年 間 熱損失 率 ノx熱 煤単 価

図2熱 コ ス ト 試 算 の 手 順
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の現存する熱需要(各 家庭の給湯用,地 場産

業での熱需要等)に 対して新設の原子力発電

所から熱を供給するケースを仮定し,こ のモ

デルをべ一スに熱コス ト及び安全性の大雑把

な試算,検 討を行った。

検討の全体的な手順は,図2に 示すように

モデル化 した熱需要に対応する原子力発電所

か ら各需要家までの発電所及び配管等の基本

設計を行い,こ れをべ一スに熱コス トを試算

するとともに併せて安全性を検討した。

4.1熱 需要モデル

既設原子力発電所周辺の熱需要を把握す

るために,す べての運転中及び建設中の原

子力発電所立地地域について,発 電所を中

心とする半径5km以 内の熱需要を,文 献等に

よ り調査 した。その結果,気 候,地 形,人

口,産 業などの視点から,そ れらは次の3つ

のタイプに集約することができた。よって,

つぎに示すこの3つ のタイプをモデル熱需要

とした。

① 民生需要中心小規模型

人口規模が比較的小 さ く(民 家数150

戸程度)暖 房 ・給湯など冬の家庭用需

要が中心

② 民生需要中心中規模型

人口規模は中程度(民 家数2000戸)で

夏の冷房需要もある

③ 民生地場産業混合型

人口規模が比較的大きく(民 家数約36

00戸)民 生用需要の他に地場産業での

熱需要もある

なお,熱 需要調査対象地域を発電所から5

km以 内に限定したのは,こ れ以h離 れた地域

では,熱 を送るための配管費用が膨大になり,

熱 コス トが相当高いものになると予想された

ためである。

上記の熱需要モデルを民家の戸数,需 要の

種類,需 要規模についてまとめると,表1の

ようになり,ま た,需 要の分布や季節ごとの

需要の変化について図示すると図3の ように

なる。

表1需 要 モ デ ル

タ イ ブ
民 生 中 心 小 規 模 型

(モ デル1)

民 生 中 心 中 規 模 型
(モ デル2)

民生地場産業混合 型
(モ デル3)

民 家 の 戸 数(祠 約150 約2,000 約3,600

需

要

の

種

類

暖 房 ○ ○ ○

給 湯 ○ ○ ○

冷 房 × ○ ○

地 場 産 業 × × ○

需要

規模

最 大 芸1

(Gca旦 「粕/h)
約L5 約15 約37

年 間 甚2
(Gc認/年)

約4,000 約19,000 約52,000

　

　

つ
り

苦

美

芸

需 要 の ピー クでの1時 間 あた りの 熱 量

1年 間 の 需 要 の 合 計

Gca2と は 百 万kcaaの こ とで,2002ド ラム 缶 約 半本 の石 油 の 発 熱 量 に 相 当す る。
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(モ デ ル1)

==二 海 二～乳二

小学校

原子力
発電所

温室裁培 温水プール

○ ○

地区 地区一 地区一 地区 駆 地区

(モ デ ル2)

需要の分布
主管延長.15km

枝管延長14㎞

海 π二;=二=}二.こ 鼠 二_

(Gcs2)

500

400

300

200

100

0

照
鐵爾

可 聴

_暖 房

儲

1一 覇
ゴ貞

幽
∵胴

騨一
一

置:幽噸 『 一 一 一
一

(Gca2)
4,000

3,000
,

12345678910

季節 ご との需 要の変化

1112(月)

温室裁培

地区

温室裁培

原子力発電所

地区
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4.2熱 エ ネ ル ギ ー供 給 シス テ ム

前 述 の 熱 需 要 モ デル に も とづ き,原 子 力 発

電 所 か ら各 熱 需 要 家 まで の 熱 エ ネル ギ ー の 供

給 につ いて,基 本 設 計 を 行 った 。

シス テ ム構 成 と して は,本 計 画 の 対 象 は あ

くまで 複 数 ユ ニ ッ トか らの 熱 供 給 で あ るが,

今 回 は ラ フな 試 算 とい う こ とで 単一 ユ ニ ッ ト

か らの 熱 供 給 を 考 え た 。 原 子 力 発 電 所 の 定 期

検 査 時 等 に お いて は,石 油 焚 きの バ ッ ク ア ッ

プ ボ イ ラーで 熱 の 安 定 供 給 を は か る こ と と し

た。

原 子 力 発 電 所 か らの 熱 の 取 り出 し方 法 と し

て は,い わ ゆ る排 熱 を 回 収 し,利 用 す る方 式

と ター ビ ン系の 蒸 気 を 抽 出 して 利 用 す る方 式

とが 考 え られ るが,い ず れ も メ リ ッ ト ・デ メ

リットがある。今回は温度条件,需 要規模等

を勘案して タービン系か らの抽気方式を採用

した。なお,こ の方法を採用すると発電所の

発生電力は若干低下する。

エネルギー供給 システムの基本設計の概要

を表2に 示す。また,図4に 熱供給のための

設備の例を示す。

4.3熱 エネルギーコス トの試算結果及 び今後の課

題

以 上の 結 果 に もとづ き,熱 コ ス トを 試 算 し

た。 そ の 結 果 を 図5に 示 す 。

図 に 示 され る よ うに,既 設 原 子 力 発 電 所 周

辺 地 域 の 現存 す る熱 需 要 に対 して 原 子 力発 電

所 か ら熱 供 給 した 際の 熱 コス トは,次 の 要 因

表2エ ネルギー供 給 システ ムの基本 設 計の概 要

モ デ ル1 モ デ ル2 モ デ ル3

原 子 炉 型
沸 騰 水 型

(BWR)
沸 騰 水 型

(BWR)
沸 騰 水 型

(BWR)

加 圧 水 型

(PWR)

電 気 出 力
(万kW) 110 110 110 117.5

熱 抽 出 方 式 湿 分 分 離 器 出 口 抽 気 高圧 ターピ ソ出 口抽気 低 圧 タ ー ビ ソ抽 気

減 少 出 力
(kW)

約450 約4,300 約9,600 約8,000

地 域 配 管 方 式 2管 式
一 次 側2管 式

二 次 側4管 式

一 次 側2管 式

二 次 側4管 式

制 御 方 式 変 流 量 方 式(温 度 一 定)

熱 媒 方 式 高温水 蜜 畿
一次側高

温水 蔑1畿 二次側 鰍 暮91毛 影 究

パ ッ クア ップ シ ス テ ム 高 温 水 ボ イ ラ ー(オ イ ル 焚)

熱 需 要 規 模
Geal/年 約4,000 約19,000 約52,000

配管熱損失 を含む熱供

給量(Gcal/h)
約2 約18 約40

配 管 熱 損 失 率
(%)

40 50 30

設 備 利 用 率
(%)

22 12 16

建 設 費
(億 円)

約12 約75 約143

内地域配管費の占める
割合(鬼)

68 70 68

(注)建 設費は57年 度価 格
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図4熱 供給 のた めの設 備 の例(モ デ ル1の 場 合)
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注 ・金利8%/年,熱 媒単価(原 子力発電所出[]で の熱 の値段)

・需要家内設備 はいずれ も含まない。

(比較の ための電 気,プ ロパ ン,灯 油の値段 も同様)

※L温 水 など を送 るためのポ ンプ動 力費,薬 品,補 修費

※2,税 金,保 険

※3.そ の他一般管理 費(事 務所雑費 など)を 記入

※4.用 地 費 ・設備費

モ デ ル3

3円/Mcalと した場合の熱 の値段

図5エ ネルギ ー コス トの概 略 試 算結 果(現 状)
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により1000kca1当 り約50～70円 と既存の電気

等のエネルギーよりもかなり割高になると試

算され,そ の実現はかなり難 しいと推定され

る。

① 各熱需要家が小さくかつ広 く分布 して

いることか ら,各 熱需要家あた りの配管

建設費負担が大きく,ま た配管熱損失 も

大きくなる。

② 各熱需要家の一 日あるいは季節間の熱

需要の変化が大きく,結 果的に設備利用

率が悪くなる(10～20%程 度)。

そこで,こ のような形態の需要ばかりでは

な く,あ る程度の規模を有 し,か つ年間を通

じて安定した熱利用が期待される大規模農業

利用,地 場産業やエネルギー多消費産業等で

の利用を導入することがで きれば,熱 コス ト

は相当程度低下すると予想され,そ の実現可

能性も認められる。

従って,今 後はこれらの熱需要家の使用に

対するフィージビリティスタディを実施する

とともに,熱 コス ト上最も大きなウェイ トを

占める配管にっいて低コス ト化,低 熱損失化

を検討 していくことが重要である。

44安 全性の予備検討結果及び今後の課題

原子力発電所から熱供給を行うにあたり,

安全性を確保することは最 も重要なポイント

であり,特 に放射性物質の漏洩防止を確実に

しなければならない。

放射性物質の漏洩を防止するための基本的

な対策として,次 のようなことを考えた。

① 発電所と需要家の間に中間ループを設

け,発 電所と需要家を隔離するζとによ

り発電所側に万一放射性物質が検知され

たとしても,そ れが直ちに需要家側に漏

洩しないようにする。

② 発電所側のループの圧力を中間ループ

の圧力より低 く保つ ことにより,発 電所

側に万一放射性物質が検知されたとして

も,そ れが中間ループに漏洩しないよう

にする。

③ 発電所側のループや中間ループはもち

ろん,熱 供給システムに放射線モニター

を多重に設け,万 一放射性物質が検知さ

れた場合には,即 時に熱供給を停止し,

放射性物質の漏洩の拡大を防止す るよう

にする。

これ らの対策により,放 射性物質の漏洩は

確実に防止 しうるものと考えたが,安 全性の

確保は本計画の実現の上で最も重要なポイン

トの一つであり,今 後も引続き詳細な検討を

進めていくことが必要である。

5.各 国の原子力多目的利用計画

原子力の多目的利用には,表3に みられる

ように各国のエネルギー事情,自 然条件,社

会条件などによってさまざまな形があるが,

大別すると地域冷暖房を中心とするものと,

工業を中心とするものに分けられる。

現在進行中の地域暖房計画では,ス ウェー

デンのセキュアー計画,フ ランスのテルモス

計画,ソ 連のAST-500に みられるような熱

利用専用の中小炉の開発により都市接近をは

かる方向と,ス イスの レフユーナ計画にみら

れるように,対 象地域を比較的狭い範囲に限

定し,地 域自治体主導型で在来型軽水炉の利

用をめざす方向とがある。 しか し,い ずれ も

わが国とは条件が異なり,需 要量,利 用習慣,

経済性等の点では直接参考とはなしえないと
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表3各 国の原子力多目的利用計画

:KW。 電 気 出力

:KWt熱 出 力

名 称 利 用 目的 原 子 炉 出 力 対 象 運 転

ス

ェ

ー

デ

ン

オゲ スタ計画 地 域 暖 房 PHWR 1万KWe
フ ァ ル ス タ 団 地

(人 口3万 人)
1964～1974停 止

フ ォー スマ ル ク

ー3
地 域 暖 房 BWR lO5万KWe

ス トッ クホル ム市

と周 辺地 域

1985予 定→ 中

止 決定

セ キ ュ ア ー

計 画
地 域 暖 房

LWR

熱 専 用 中小 炉
20万KWe

人 口5～10万 人 の

都市

1980年 国民投票 の
結果 をうけ具体化
していない

英

国

コ ー ル ダ ー

ホー ル 発電 所

工 場 用

蒸 気 供 給
GCR !08万KWe

ウ ィ ンズ ケー ル 工

場
1964～

西

ド

イ

ツ

バ ス フ 計 画
工 場 用

蒸 気 供 給
PWR 230万KW。

BASF社 の化学

工場

1969計 画 開 始

1976中 止

シ ュ タ ー デ

発 電 所

工 場 用

蒸 気 供 給
PWR 66万KW。

製塩 会社 の塩溶解

工場へ
ユ984～ 予 定

ス

イ

ス

ゲ ス ゲ ン

発 電 所

工 場 用

蒸 気 供 給

辱

PWR 92万KWe 製 材 工 場 へ 1979～

レ フ ユ ー ナ

計 画
地 域 暖 房 PWR 35万KWe

周 辺8都 市(7km

以 内)約15,000人
を対 象

1983建 設

開 始

トランスワール

計 画
地 域 暖 房 一 一

15都 市(バ ーデ ン・

チ ュー リ ッヒ市)
未 定

プ レ ナ ー ル

計 画
地 域 暖 房 一 一 一 未 定

フ

ラ

ン

ス

テ ル モ ス

計 画
地 域 暖 房

LWR

温水供給専 用炉
10～20万KWt

グ ル ノ ー ブ ル 市

(中 止)→ パ リ近

郊 サ ク レ市

未 定

キ ヤ ス 炉 多 目 的
PWR

熱 専 用 中 小 炉
25～42万KWt 一 未 定

米

国

ミッ トラ ン ド

計 画

工 場 用

蒸 気 供 給
PWR 245.2万KWt

ダウケ ミカル社の

化学工場

1983運 開

予 定

ソ

連

AST-500 地 域 暖 房
LWR

熱 供 給 専 用 炉
50万KWt

ゴー リキ市 ・ポ ロ

ネ ジ市 人 口35万 人

1983

建 設 中

オ デ ッサ 市 地 域 暖 房 PWR 200万KW。 オ デ ッ サ 市
1983

建 設 中

シェ フ チ ェ ン

コ市
海 水 淡 水 化 LMFBR 100万KW。

シェ フチ ェ ン コ市

周 辺工 場 へ
1973～

ビ リ ビ ノ

発 電 所
地 域 暖 房 小型PWR 1.2万KWe ビ リ ビ ノ 町 1974～
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思 われ る。

一 方
,工 場 用 蒸 気 供 給 計 画 を み る と,ド イ

ツ の シ ュ タ ー デ原 子 力 発 電 所,ア メ リカ の

ミッ ドラ ン ド計 画の よ うに,電 力 会 社 と近 隣

需 要 家が1対1で 対 応 す る形 が み られ る。 い

ず れ の 場 合 も,原 子 炉 と需 要 家 との 距 離 を 限

定 し,配 管 コス トの 低 減 化 を 目指 して い る。

今後,本 計 画 を検 討 して い くう えで,こ れ

ら海外 の 事 例 を 参考 にす る こ と も必 要 で あ る

と思 われ る 。

6.お わ り に

以上の検討結果により,明 らかとなった今

後の課題として次のことがあげられる。

① 需要の拡大及び熱利用率の改善

② 配管費の低減

③ 安全性の詳細検討

④ バックアップシステムの検討

(ながた たけっ ぐ 主任研究員)

一22一



●◆r●一●◇ → 一一ト ◆喝●◆ 一◆剛脚◆一●一

LNGに 関す る海外調査報告

●◇r←一一 →一伸 ◆→一

桑 原

ゆ ぐ一 一ト ◇ ●一ト ◆吻一ト ◇ 韓 ◆r◆鴎

脩

1つ

e )

1.は じ め に

1983年9月10日 か ら9月25日 の16日 間 に わ

た りrLNG海 外 調 査 団 」 に 参 加 し,英 国 で

開 催 され た 「第4回 プ ロセ ス 産業 の 損 害 防 止

と安 全 に 関 す る国 際 シ ンポ ジ ウム 」 を 聴 講す

る と共 に フ ラ ン ス ガ ス公 社 本 社 お よ び フ ラ ン

ス,ス ペ イ ンのLNG基 地 を 視 察,訪 問す る

機 会 を 得 た の で,そ の 概 要 を 報 告す る 。

2.調 査 の 背 景 と 目的

液化天然ガス(LNG)は,石 油代替エネ

ルギーの最も有望なものの一つとして,ガ ス

事業および電気事業において昭和44年 以来積

極的な導入が計 られてきた。また,こ の間の

稼動実績を基に,そ の無公害性とともに安全

性も評価され,広 域的な利用拡大が計られっ

つあるが,そ の際に行われるLNG施 設の建

設 ・操業に当たって,総 合的に整合のとれた

安全性が確保されることが,今 後のLNG利

用の発展にとって不可欠である。

こうした背景を基に,通 産省ではLNG施

設のより一層の安全性 ・信頼性の向 上を計る

目的で 「液化天然ガス(LNG)施 設総合技

術調査」を実施することとし,昭 和57年 度よ

り,東 京大学工学部秋田一雄教授を主査とす

る研究会を発足 させた。

この研究会では,LNG基 地 ・設備の特性

調査を行 うと共に,文 献 ・資料調査に基づき

LNG基 地の安全性解析の適切な手法を選択

し,LNG基 地の総合的安全性の評価を行っ

たが,調 査を進めるに当たって,海 外の最新

情報の収集が必要となった。

そこでイギ リスのハロゲー トで開催 された

「第4回 プロセス産業の損害防止と安全に関

する国際シンポジウム」に参加するとともに,

ヨーロッパの代表的なLNG受 け入れ基地お

よびフランスガス公社を訪問 し,災 害防止と

安全に関する最新情報,基 地の立地条件,基

地設備の設計,防 災体制,防 災に関する政策

等についての調査を行った。

3.「 第4回 プ ロセ ス産 業 の 災 害 防 止 と安

全 に関 す る シ ンポ ジ ウ ム」に つ い て

近年急速に発展を遂げた化学工業および低

温液化工業に関する災害を防止するため,専

門家が集まり最新情報を取 り交わす ことは非

常に有意義なことである。この様な観点より,

1971年 イギ リスのニューキャッスル市におい
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て,ヨ ー ロ ッパ 化 学 工 学 連 盟 の 災 害 防 止 作 業

部 会 に よ って 災 害防 止 の シ ンポ ジウ ムが 開 催

され,そ れ が 契機 と な って,以 後 ヨー ロ ッパ

諸 国で 定 期 的 に 開催 さ れ る こと に な っ たの が

この 「プ ロセ ス産 業 の 災害 防止 と安 全 に 関す

る シ ン ポ ジ ウ ム」 で あ る 。

過 去 に は,

第1回1974年Delft(オ ラ ン ダ)

第2回1977年Heidelberg(西 ドイ ツ)

第3回1980年Basel(ス イス)

にお い て 開 催 され て お り,毎 回 数 百 名 に の ぼ

る参 加 者 が あ った 。

今 回 の 第4回 大 会 は 英 国 イ ング ラ ン ド中 央

部 リー ズ市 の 北 に あ る ハ ロ ゲ ー トで 開 催 さ

れ,「 化 学 プ ロセ スの 危 険 性 に 関 す る第8回

シ ンポ ジ ウ ム(英 国 化 学 工 業 会)」 お よ び

「輸 送 に お け る化 学 物 質 と液 化 ガ スの 危 険 性

に 関す る シ ン ポ ジ ウム(英 国 王立 造 船 学 会)」

が 同 時共 催 で 行 われ た た め700名 以 上 の 参

加 者 が あ り,盛 大 な 大 会 で あ っ た 。 な お,

参 加 者 中 約1割 が 学 者,約1割 が 行 政 関 係

者 で あ り,本 シ ン ポ ジ ウム が 単 に業 界 の 集 ま

りで は な く,学 問 的 に も,行 政 的 に も,今 後

の方 向 を 左 右 す る もの で あ る こ とが うヵ・が え

た 。

今 回 の シ ンポ ジ ウ ムに 提 出 され た 論 文 数 は

約100点 で,セ ッ シ ョ ン数 は 約20あ っ た が,

大 別 す る と次 の3組 の セ ッ シ ョンに 分 け られ

る 。

(i)一 般 セ ッ シ ョ ン:事 例 研 究,漏 洩,火

災 と 爆発,拡 散,リ ス ク ア セ ス メ ン トと

そ の 応用(第1巻)

(ii)有 害 化 学 品 と 液 化 ガ ス ー 安 全 な 海 上

輸 送=海 上 作 業 に対 す る リス ク ア セ ス

メ ン トと災害 分析 の 応 用,海 上 作 業 と安

全 性,海 上 輸 送 の 設 計 と 安 全 性(第2

巻)

(iii)化 学 プ ロセ ス災 害:暴 走 反 応,不 安 定

物 質,爆 発 に よ る災 害(第3巻)

この よ うに 講 演 の 予 稿 集 が 各 セ ッ シ ョ ン毎

に分 冊 され て い るの は 便 利 で あ るが,会 場 が

4個 所 に分 散 して い るの と,各 分 冊 に 会 場 名

が 記 入 して い な い た め に,各 自が プ ロ グ ラム

に会 場 名 を記 入 して 毎 日各 会 場 を 走 り廻 る こ

とに な った 。

な お,今 回 の シ ン ポ ジウ ム に参 加 して 以 下

の3点 が 非 常 に 印 象 深 か った 。

(a)イ ギ リス主 導 型で あ った こと 。

イ ギ リスで 開 催 され た こ と も影 響 して

い る と思 うが,イ ギ リス化 学 工 学 者 学 会

とEFCE1)委 員 会 が 主 導 権 を に ぎ り,

全 体 を リー ドして い た 。

会 社 と して は:ICI2),BP3),

大学 と して は:LoughboroughUniver-

sityofTechnologyのProf.F.P.

Lees,Prof.T.A.Kletz(元.ICI)

と くに,リ ス ク ア セ ス メ ン トの セ ッシ ョ

ンで はProf.Kletzが 最 後 に 立 ち 上

が り,そ の セ ッ シ ョ ンの 結 論 を ま と め る

と い う役割 を 果 して いた こ とは,極 めて

印 象 的 で あ っ た 。

(b)学 会 の発 表形 式が グル ープ主導 型で あ っ

た こと 。

これ までは個 人,企 業 の 発表が 主で あ っ

た が,今 回 はWorkingparty間 の 応

酬 もあ り,発 表 よ り も討 論 コメ ン トが

活 発 に 行 わ れ た 。

1)

2)

3)

EFCE,HealthandSafetyCommission//Executlve

ICI,ImperlalChemicalIndustry社

BP;BntlshPetroleum社
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(c)ヨ ー ロ ッパ と 日本 の 類 似 性 に つ い て

ヨー ロ ッパ は 日本 と同 様 人 口密度 も高

く,化 学 産 業 の 環 境,立 地 条 件 も類 似 し

て い る 。

したが って,こ れ まで は,米 国 の 考 え

方 を 主 に安 全工 学 の 手 法 の 開 発 を 行 って

きた が,今 後 は さ らに ヨー ロ ッパ に注 目

す る必 要 が あ る と思 われ た 。

4.フ ラ ン ス ガ ス公 社訪 問 お よ び 各基 地 調

査

LNGの 海上 輸送 の歴 史は,1964年 アル ズー

(ア ル ジェ リア)一 キ ャ ンベ イ(イ ギ リス)

間のLNG専 用 タ ンカ ー就 航 に よ り始 ま り,

そ の 後 キ ャ ンベ イ基 地 に 加 え,ル ア ー ブル

(フ ラ ンス,1965年)パ ニ ガ リア(イ タ リー,

1969年)バ ルセ ロナ(ス ペイ ン,1969年)フ ォ

ス ・シ ュル ・メー ル(フ ラ ンス,1972年)モ

ン トアー ル ・ ド ・ブル ター 二 ・・(フ ラ ンス,

1980年)と6つ の 基 地 が 稼 動 した 。

しか しその 後 の 状 勢 変 化 に よ り1982年 の 現

状 で は,最 も歴 史 の 古 い イギ リス の キ ャ ンベ

イ基 地 が アル ジェ リア との 契 約 期 間 切 れ と北

海 の 天 然 ガ ス産 出が 理 由 とな って 輸 入 を 中 止

し,現 在 はパ イ プ ライ ンガ スを 液 化 して 貯 蔵

す る サ テ ライ ト基 地 に生 れ 代 って い るの と,

イ タ リーの パ ニ ガ リア基 地 が リ ビア との 価 格

問題 で1980年 以 降受 入を 中止 して い るた め,

現在 ヨー ロ ッパで 稼動 して い る基 地 は

フ ラ ンス ル ア ー ブル基 地

フ ォス ・シ ュル ・メ ー ル基 地

モ ン トアール ・ ド・フル ター ニ ュ

基 地

スペ イ ン バ ル セ ロ ナ基 地

の み と な って い る。 そ こで,今 回 の 訪 問先

は フ ラ ンス ガス 公 社 本 社 と フ ォス ・シ ュル ・

メ ー ル,モ ン トァ ー ル ・ ド ・ブル ター ニ ュ お

よ び ス ペ イ ンの バ ル セ ロナ 基地 を 選 択 した 。

な お,表 一1に 西 ヨー ロ ッパ 各 国 別 の 天 然 ガ

スお よ びLNGの 需 給 状 況 を 示 す 。

4.1フ ランスガ ス公社

(日 時)昭 和58年9月23日(金)9:30～

12:00

(場 所)フ ランスガス公社(パ リ市 内)

(面談者)Jean-PaulGeorge

ChefduServiceProduction

etMatieresPremieres

GuyDelile-Maniere

ChefdeDepartement

JoelRousset

IngenieurDirectionProduc-

ctionTransport

(調 査 内容)

(1)秋 田団 長 の 挨 拶 の 後,George氏 よ り

「日本 の調 査団が フ ラ ンス ガス公 社のLNG

受 け 入れ 基 地 を調 査 す る と共 に,こ の よ う

な 討 議 の 場 を 持 た れ る こ と は,今 後 の 世

界 のLNGの 健 全 な 発 展 に 寄 与 す る こ と

に な るで あ ろ う,来 年 は 公 社 か ら も 日本へ

調 査団 を 派遣 するの で宜 し くお願 い した い 」

との 挨 拶 が あ り,友 好 的 に 話 し合 い に 入 っ

た 。

(2)フ ラ ン ス ガ ス公 社 は1946年 私 企 業 が 吸 収

合 併 して,一 部 電 力 公 社 との 共 通 部 門を 有

す る国家 独 占の公 社 と して 成 立 した 。 現 在,

LNGの 輸 入 は ア ル ジェ リアか らの みで あ

り,年 間 約720万 トン(公 社 の ガ ス取 り扱

い 量の 約%)を ル ア ー ブ ル基 地,フ ォス ・
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表1西 ヨ ー ロ ッパ 各 国 の 天 然 ガ ス 状 況

フ ラ ン ス

○ 需 給1981年

(輸 入 先)

オ フ タ

ア ル ジ ェ リ ァ(LNG)

ソ 連

ノ ル ウ ェ ー

西 独,ベ ル ギ ー 他

(国 内

102億 ㎡

42

41

24

11

67〃)

OLNGは す べ て ア ル ジ ェ リ ァ か ら受 入 れ て い る。

受 入 基 地 と し て,ル ア ー ブ ル(1963～)フ オ ス(1971～)モ ン トァ ー ル(1981～)の

3ヶ 所 が あ る。

LNGの 契 約 量 は

ル ア ー ブ ル5億 ㎡/年(1965～)

フ オ ス35(1972～)

モ ン トァ ー ル51(1982～)

モ ン トア ー ル で は 更 に ベ ル ギ ー 向 けLNGを,現 在 建 設 中 の ゼ ー ブ ル ー ジ ュ基 地 完

成(!986年 予 定)ま で,年 間25億 ㎡ 受 入 れ て,パ イ プ ラ イ ン ガ ス で ベ ル ギ ー と振 り替

え て い る 。

ス ペ イ ン

○ 需 給1981年

(輸 入 先)

ア ル ジ ェ リ ァ(LNG)13億M3

ピ ア(LNG)

消 費 計22

0LNGは リ ビァお よび アル ジェ リァ(ア ル ズー,ス キ クダ)か ら受 入 れ る。

受 入基地 はバ ルセ ロ ナ(1969～)1ヶ 所 で ある。

ア ル ジェ リア との契約 量 は45億 ㎡/年(1977～)で あ るが,国 内 需要 の減退 か ら,

1982年 の 引取量 は12億m'し かな いよ うで ある。

3.イ タ リア

○ 需 要1981年

(輸入先)

ソ 連65億M3

オ フ ダ74

(国 内140〃)

OLNGは リ ビアか ら輸 入 して いた。

受入基 地 は,パ ニ ガ リア(1969～)の1ヶ 所 で あ る。

価格 問題 の た め,1980年8月 以 来受入 は 中止 され てい る。 以 前 の受入量 は1980年15

億 ㎡,1979年24億m3で あっ た。
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なお,地 中海横 断 パ イプ ラ イ ン(ア ル ジェ リアー チ ュニ ジアー シ シ リー一 イタ リア

本 土)が 本 年6月 始 動 し,こ れ か らの受入 契約 量 は,当 面3ヶ 年 で165億MSと い われ

て いる。以後 は123億 ㎡/年 の予 定。

4.ベ ルギー

○ 需 給1981年

(輸入先)

オ ラ ン ダ93億 ㎡

ノ ル ウ ェ ー25〃

消 費 計115ク

若 干 の輸 出(フ ラ ンス向)が あ る。

01982年 か らは ア ル ジェ リア(LNG)の 受 入 れ を開 始 して い る。

受入 基地 と して は,現 在 ゼー ブ ルー ジュ に基地 を建設 中 で あ る。1986年 完成 予 定 で あ

るが,完 成 まで フ ラ ンスのモ ン トァー ル基地 に受 入 れて い る。

契 約量 は25億 ㎡/年(1982～)

5.イ ギ リス

○ 需 給1981年

(輸入先)

ノ ル ウ ェ ー111億M3

ア ル ジェ リァ(LNG)4〃

(国 内374〃)

消 費 計

OLNGは,1964年 以 来,

る。(1981年10月 よ り)

489〃

ア ル ジェ リアか ら輸 入 されて いた が,現 在 は中止 され てい

⊃
、

シュル ・メール基地,モ ントアール ・ド・

ブルターニュ基地に受け入れて いる。

公社は法的にはフランス工業省の監督下

にあるが,LNG施 設の建設 ・LNGの 安

全性の研究は公社が独自に実施しており,

工業省の認可を得ている。従ってLNG設

備基準等ハー ド面の法の整備にも公社は実

質的に関与している。

(3)あ らか じめ調査団が依頼してあった,L

NG基 地の安全性に係わる質問状について

の回答内容の説明を受けると共に,基 地お

よび設備の保安思想等の詳細説明を受け,

比較的狭い国土の中でのLNG基 地の設置

という我国と類似した条件の中で,安 全性

の確 保 に 努 力 して い る事 が うか が え た 。

(4)最 後 に,フ ラ ンスで は,近 隣 諸 国 よ り,

コス トの 安 い 天然 ガ ス を パ イ プ ライ ンで 簡

単 に 輸 入 可 能(現 在,公 社の55%の ガス を

オ ラ ンダ,ノ ル ウ ェー,ソ 連,西 独 よ り輪

入 して い る)な の に,何 故LNGの,他 の

国 か らの 輪 入 に 積極 的 なの か を質 問 した と

ころ,「 フ ラ ンス ガ ス 公 社で は 現在,他 の

国 か らのLNGの 輪 入 を制 限 して も十 分 ま

か な え る が,2000年 代の エ ネ ル ギ ー の 需給

を 考 え,エ ネル ギ ー の 分 散確 保 の 点 か ら

(こ れ以Lソ 連 か ら天然 ガ ス を 輪 入 しな く

と もよ い こと は非 常 に安 心 な こと 等)必 要

で あ る。」 との 明 快 な 回 答 が 得 ら れ た。
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4.2フ ォス ・シュル ・メール基地

(日 時)昭 和58年9月19日(月)14:00～

17:00

(場 所)フ ォス ・シ ュル ・メ ー ル 基 地 は,

フ ラ ンス 地 中 海 沿 岸,マ ル セ イユ

市 の 西 方,工 業 地 帯 に位 置 して い

る。

(面 談者)LucienChevalier工 場 長

ChristianDassonville副 工 場

長

JoelRousset(GazdeFrance

本社 よ り案 内役 と して 同行 した)

(調 査 内容)

重)基 地 の性 格

フ ォス ・シ ュル ・メ ール 基 地 は,フ ラ ン

ス ガ ス 公 社第 二 番 目の 基 地 と して1972年 操

業 を 開 始 した。(ガ ス供 給 開始 は1973年)

当 初,ソ ナ トラ ッ ク社 と の 間 で 年 間250

万 トンのCIF契 約 を と りか わ して い た が,

1976年 以 降,年 間300万 トンのFOB契 約

に変 更 して い る。

アル ジェ リアの ス キ ク ダ基 地 か らのLN

G輸 送 は40,000rfLNG船2隻 で行 わ れて

お り,年 間 約150隻,現 在 迄 の 累 積 入 船 数

1,150隻 に 至 って い る。

当基 地 は,フ ラ ンス南 東 部 の マ ル セ イユ

周 辺 か ら中 央部 リ ヨ ンを 経 て パ リま で を そ

の 供 給 範 囲 と して い る。 な お,南 フ ラ ンス

地 区の 供 給 能 力 に は ゆ と りが な い た め,地

下 貯蔵 を行 う こと を検 討 した が 地 質 的 に 不

可能 な こ とが判 明 して お り,現 在 基 地 の 重

要性 は一 層 増 して い る 。

又,隣 接 の エ ー ル ・ リキ ッ ド社 に基 地 よ

り冷 熱 を 送 り込 み,液 体 窒素 ・酸素 を製 造

す る と共 に,エ ー ル ・ リキ ッ ド社 よ り温 水

の 供 給 を う け,LNGの 気 化 熱 源 と して 利

用 して い る 。

2)基 地 レイ ア ウ ト及 び 周 辺 状 況

敷 地 面 積 約15万 ㎡で 工 業地 帯 に 位 置 して

い るが,隣 接 の エ ール ・リキ ッ ド社 以 外 に

周 辺 に は 主 要 工 場 が み あ た らな い 状 況 に

写 真1フ ォ ス ・シ ュ ル ・メ ー ル基 地 で の調 査 団 一 行
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又 人 家 か らは 約10km離 れて い る 。

3)従 業 員 数86名

管 理 職 工 場 長,副 工場 長,運 転1,

保 守2計5名

現 場 要 員 オ ペ レー ター5名 ×6組 一30

名

名

〃

〃

〃

〃

〃

〃

2

2

2

4

5

3

3

4ー↓

1

1

械

気

装

安

労

務

備

●

機

電

計

保

総

工

警

計81名

4.3モ ン トアール ・ド・ブル ターニュ基地

(日 時)昭 和58年9月22日(木)13:00～

16:00

(場 所)モ ン トア ー ル ・ ド ・ブ ル タ ー

ニ ュ基地 は ,フ ラ ンス大 西 洋岸 ナ ン

ト市 の 近 くに あ り,ロ ア ー ル 川 に面

して い る。著 名な造 船所 の あ るサ ン ・

ナ ザ ー レ市 と の対 岸 を 結 ぶMindin

橋(ワ イヤ ロー プ 建造 物 で は 世 界最

大 とい われ る3,356m)よ り2km程 上

流 側 に 遠 望 で き る位 置 に あ る 。

(面 談者)BernardLecomte工 場 長

フ ォ ス ・シ ュル ・メー ル 基 地 と同

様,GazdeFrance本 社 よ りJoel

Rousset氏 が 案 内 役 と して 同 行

した 。

(調 査 内 容)

1)基 地 の 性 格

モ ン トア ール ・ ド ・ブル ター ニ ュ基 地 は

フ ラ ンス ガ ス公 社 第 三 番 目の 基 地 と して19

80年12月,最 初 の ク ール ダ ウ ンが 行 われ,

1982年 最 終 的 に ソ ナ トラ ック社(ア ル ジ ェ

リア)と の 間 に締 結 され た 契 約 に よ り5.15

×109㎡/年(60×109kWhでLNG約50

億 ㎡)の 受 け 入れ が 開 始 され た 。 ま た その

間,継 続 中で あ っ た増 設 も完 成 し,現 在 で

は ベ ル ギ ー,デ ィス ト リ社 向 けのLNG約

25億 ㎡ もベ ル ギ ー の ゼ ー ブル ー ジ ュ 基 地

(1986年 完 成 予 定)の 完成 まで 代 替 して 受

け 入 れ る 大 基地 と な って い る。(工 場 長の

説 明 で は 最 大100億 ㎡/年 の 受 け 入 れ が 可

能 と言 っ て い た。)

また 基地 は,800mmφ(圧 力80バ ール)

の パ イプ ライ ンで 同 社 の 全 長約20,000kmに

及 ぶ 幹 線 網 と連 絡 し,9ケ 所 の ガ ス地 下 貯

蔵 所(能 力 合 計 は48億 ㎡で 同 社 販 売 量 の21

%)を 所 有 して い るた め,膨 大 な 受 入 量 に

比 較 してLNG貯 槽 容 量 が 少 い 。

即 ち基地 でLNGの 貯 蔵 は 余 り しな い で,

再 ガ ス化 して パ イ プ ラ イ ンに 送 出 す る こ と

が 出 来 る点 が 我 国 と国 状 の 異 る と こ ろで あ

るが,そ れ だ けに 再 ガ ス化 装 置 の 稼 動 率 は

高 い もの と思 わ れ る。

2)基 地 レイ ア ウ ト及 び周 辺 状 況

敷 地 面 積682,000㎡ で 周 囲 は 湿 地 帯 で あ

る。

最 も近 い民 家で4km程 離 れ て い る と い う

が,約1km離 れ た地 点 に小 さな 飛 行 場 が 存

在 す る 。

3)従 業 員 数85名

現 場 要 員 オ ペ レー ター7名 ×6組

一42名

機 械13

電 気13
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(日

計

保

バルセロナ基地

装10

安3

計81名

時)昭 和58年9月21日(水)10:00～

12:00

(場 所)バ ル セ ロ ナ 基 地 は,ス ペ イ ン の 地

中 海 側 フ ラ ン ス 国 境 よ り に 位 置 す る

バ ル セ ロ ナ 港 外 の 埋 立 地 に あ る 。

(面 談 者)LuisA.deVicente-TutoryY.

Garcia工 場 長

AngelTravessetChicote副 工 場

長

(調査 内 容)

1)基 地 の 性 格

バ ル セ ロナ 基地 は1969年 に ア ル ズ ー(ア

ル ジ ェ リア)のLNGを 受 け 入 れて 稼 動 を

開始 した 。 この ときの 基 地 はGasNatural

S.A.(CatalanadeGas,Esso等 の 共

同 出 資 会 社)の 所 有 で あ り,40,000㎡ の タ

ンク2基 を 所 有 して い た 。

1971年 に リビアか ら約200万 ㎡LNβ/年

のLNGの 受 け 入 れ を 開 始 した が,こ の

LNGに は プ ロパ ン,ブ タ ン分が 多 いの で,

分 留 能 力217万 ㎡LNG/年 の 分 留 設 備 を

建 設 した。 また1974年 に80,000㎡ の タ ンク

1基 を 建 設 した 。1975年12月 に バ ル セ ロ

ナ 基 地 は 国 営 化 さ れ エ ナ ガ ス(Empresa

NacionaldelGasS.A.)と してLNG

の受 け 入 れ か らガ ス化 迄 の 生 産 部 門 を担 当

す る こ と とな った。1981年 に80,000㎡ の タ

ン ク1基 及 び オ ー プ ン ラ ッ ク ・べ 一 パ ライ

ザー4基 が 建 設 され た 。

現 在 は リ ビア か ら200万 ㎡LNG/年 の

LNGを 受 け入 れ,プ ロパ ン ・ブ タ ンを 分

離 して35kg/c㎡ の供 給 網 を 通 じて,周 辺 の

工業 ・商 業 及 び一 般 需 要 家 ヘ ガ スを 供 給 し

て い る。 ま た,ア ル ズー か らのLNGは 契

約 量 が650万 ㎡LNG/年 で72kg/c㎡ の 供

給 網 を通 じて ス ペ イ ンの 北 西地 方 及 び西 岸

に供 給 され てい る。 基地の ガス送 出能 力 は,

35kg/c㎡ の 供 給 網 へ は46万N㎡/H,72kg

/c㎡の 供 給 網 へ は75万N㎡/Hで あ る 。

ま た,基 地 か ら150km程 度 離 れ た サ テ ラ

イ ト基 地6ケ 所 ヘ ロー リー4台 でLNGを

供 給 して い る。

2)基 地 レイ ア ウ ト及 び 周 辺 状 況

敷 地 面 積 は 約15万 ㎡で あ り,バ ル セ ロナ

港 外 の 埋 立 地 の 先 端 に 位 置 し,海 側 に タ ン

ク4基,内 港側 に桟 橋 が あ る。 内 港 側 か ら

対 岸 迄 は 約500mで あ る。

3)従 業 員数

約100名 で電 気,機 械,オ ペ レー タ ー の

3担 当 と な って い る 。

毒 翻 約65名

オ ペ レー ター7名 ×5組=35名

な お,表 一2に 今 回 訪 問 したLNG基 地

の一 覧 を 示す 。

4.5LNG基 地訪問の感想

(1)LNG基 地 の 建 設 時 の保 安 に 関す る ア セ

ス メ ン トは,フ ラ ンス の場 合 は 国の 法律 に

よ り定 め られ,ス ペ イ ンの 場 合 は 法 的 義務

と して 定 め られ て い な い。 しか し両 国 と も

LNG基 地 の 所 有 者 が 公 社 で あ り,政 府 ま

た は行政 の地 方代 表者の 認可 とい う形 を とっ

て い る もの の,作 業 は 公 社 が 自 ら リー ダー
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表一2訪 問LNG基 地 一 覧 表

基 地 名

訪 問 年 月 日

場 所

所 有 者

稼 動 開 始

LNG供 給 元

年 間 受 入 量

LNGタ ン ク

容 量 × 基 数

フ ォ ス ・ シ ュ ル ・ メ ー ル 基 地

Fos-sur-mer

昭 和58年9月19日14。 ～17。

フ ラ ン ス(マ ル セ イ ユ 西 方)

フ ラ ン ス ガ ス 公 社(GazdeFrance)

1972年

ア ル ジ ェ リ ァ

300万 トン/年

①

②

①

②

35,000k4×2

80,000ん4×1

地 上 式 内 槽:ア ル ミ 合 金

外 槽1普 通 鋼

地 上 式 内 槽:9%Ni鋼

外 槽:コ ン ク リ ー ト

獄 ㌻
'9%Ni

晶 帥
C.S.(2,5t)

②

9
聾
oう

8
ゆ

8
ゆ

一

LNG

9%Ni(6t)

54,000

φ

57,600

防 液 堤 盛 土 式 100%タ ン ク容 量

高 さ3.5m

バ ル セ ロ ナ 基 地

Barcelona

昭 和58年9月21日 100～120

ス ペ イ ン(バ ル セ ロ ナ 市)

ス ペ イ ン ガ ス 公 社
.

(ENAGAS)

1969年

ア ル ジ ェ リ ァ, リ ビ ア

約180万 トン/年(1982年 度 実 績)

①

②

③

①

②

③

40,000んe×2

80,000ke×1

80,000k6×1

地 上 式 内 槽:PSコ ン ク リー ト十 鋼 板

外 槽:普 通 鋼

地 上 式 内 槽:9%Ni鋼

外 槽:普 通 鋼

地 上 式 内 槽:PSコ ン ク リー ト+鋼 板

外 槽:PSコ ン ク リー ト+鋼 板

③

(LNG)

鋼 板

外気)

耐熱

鋼板

コ ン ク リ ー ト式 100%タ ン ク 容 量

高 さ3.2m

モ ン ト ア ー ル ・ ド ・ ブ ル タ ー ニ ュ基 地

Montoir-de-Bretagne

昭 和58年9月22日 130～160

フ ラ ン ス(ナ ン ト と サ ン ラ ザ ー ル の 間)

フ ラ ン ス ガ ス 公 社(GazdeFrance)

1980年12月(ク ー ル ダ ウ ン 開 始)

ア ル ジ ェ リ ア

400万 トン/年(+ペ ル ギ ー 向 け200万 トン/年)

①

②

①

②

120,000んe×2

120,000kex1(1983.12月 運 用 開 始)

地 上 式 内 槽:メ ン ブ レ ン

外 槽:PSコ ン ク リ ー ト

地 上 式 内 槽:9%Ni鋼

外 槽:PSコ ン ク リ ー ト

皿

川
∋
嬉 E

や
'

㌧

囲凹日

ー
一

1
1

!

[

】

〆
コ

一
置

PC

保 冷材

メンフレン

(又は9%ND

LNG[

コ ン ク リー ト+盛 土 方 式

110%タ ン ク 容 量

高 さ6.5m
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基 地 名 フ ォ ス ● シ ユ ル'メ ー ル 基 地 バ ル セ ロ ナ 基 地 モ ン トア ー ル ・ ド ・ ブ ル タ ー ニ ュ 基 地

防 災 設 備 (1)高 発 泡 設 備 m高 発 泡設備 (1)高 発 泡 設 備

(2)防 液 堤 内 に 仕 切 堤 を 設 け 、 漏 洩 したLNGの 蒸 発 を (2)貯 槽 外 槽 の 外 周 に パ ー ラ イ トコ ン ク リー ト被 覆 を 設 ② ロ ー デ ィ ン グア ー ム に 二 重 弁 付 緊 急 離 脱 装 置 を

段階 的に抑制す ると共に、LNG全 量が漏洩 して も外 け 近 隣 火 災 か らの 輻 射 熱 に 耐 え る よ うに して い る ・ 設置

槽 が 上NGと 接 触 しな い よ うに して い る。 (3)コ ン ト ロ ー ル セ ン タ ー は トー チ カ 式 で 、 異 常 外 力 に (3)貯 槽 に オ ー パ ー フ ロ ー 管 を 設 置

(3)貯 槽 に オ ー パ ー フ ロ ー 管 を 設 置 ・ 耐 え る よ うに して い る・

特 記 事 項 (ユ)耐 震 設 計 は 、 水 平 震 度 α ユGで 設 計 ・ (ユ)最 新 のpO2重 殼 貯 槽 の 配 管 取 合 部 は 天 井 部 。 ま た 、 ω タン ク と配 管 の 取 合 は 、 全 て 天 井 で サ プ マ ー ジ

② コ ン ク リー トの 耐 低 温 特 性 及 び 異 常 外 力(サ ボ ター 本 貯 槽 は バ ズ ー カ砲 の 攻 撃 に 耐 え る。 ドポ ン プ を採 用 。

ジ ュ 等)に 対 す る 耐 性 が 優 れ て い る こ とか ら コ ン ク リ (2)リ ビ ア 用40,000雇 ×2基 、 ア ル ジ ェ リ ア 用 (2}制 御 室 は 見 通 し を確 保 す る た め に、 地 上25m

一 ト式 外 槽 を 採 用 。 80,000ん6x2基 と タ ン ク の 使 い 分 け を 行 っ て い る 。 の 塔 の 上 に あ る 。

(3)防 液 堤 は 行 政 指 導 に よ り義 務 付 け られ て い る 。 (3)リ ビ ア の 上NGは 、PropaneButaneの 含 有 量 が 多 〔3>LNG船 か らの 揚 荷 中、 処 理 し きれ な いBOG

(4)中 央 制 御 室 は 、 設 備 全 体 を 見 通 せ る位 置 に 設 置 され 、 い(20～25%)の で分 離 販 売 して い る 。 は フ レア ス タ ソク で 燃 焼 処 理 。

全 面 ガ ラ ス 張 り とな っ て い る 。 オ ペ レー ター は 常 時1 (4)17台 のITV(CRTは3台)で 監 視 ・録 画 が 可 (4)年 間200万 トン の ペ ル ギ ー 向 けLNGを 当 基

名 が 在 室 し、 プ ロセ ス コ ン ピー タ に よる 迅 速 な操 作 を 能 。 地 で受 入 れ 気 化 ガ ス 導 管 で 送 ガ ス して い る 。

可 能 な も の と して い る 。 ㈲3ケ 所 の 火 力発 電 所 へ 気 化 ガ ス を送 出 。 (51バ ー ス2基 又 、 配 管 も2系 統 に 完 全 分 離 。

(51防 液堤 内 に 漏 洩 したLNGを 回 収 す る ボ ン プ シ ス テ (6}ロ ー ル オ ー パ ー 防 止 の た め 、 上 下 動 す る 地 ン サ ー で 、 (61貯 槽 間 距 離25～3.OD

ムを有する。(実 質的機能は困難) 4時 間毎に貯槽内温度、密度 を計測 している。密度差 (7)侵 入 防 止 対 策 、2000V高 圧 線 を 構 内 境 界 柵

(6)LNGの 冷 熱 を利 用 した 液 体 酸 素 、 液 体 窒 素 製 造 を が 認 め られ た 場 合 は ミキ シ ン グ を 行 う。 に配備

隣i接工 場 と共 同 して 実 施 して お り、 見 返 り と して 、 高 (7)侵 入 防 止 対 策 、2000V高 圧 線 を構 内 境 界 柵 に 配 備 。

温(17℃)の 海 水 を供 給 され て い る 。

(7)侵 入 防 止 対 策 、2000V高 圧 線 を 構 内 境 界 柵 に 配備 。
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シップをとって実施している印象を受けた。

(2)LNG基 地の建設の時期に大巾な差があ

り,LNG設 備にも新旧色々なレベルがあ

るが,基 地の建設または増設の際は既存設

備との整合性を採ることよりも最新の技術

を導入することに力を入れている印象を受

け た。

具体的には,バ ルセロナ(1969年 スター

ト)と モントアール(1980年 スター ト)で

は建設時期に約10年 の差があって,こ れが

基地設備の配置,貯 槽の形式,保 安設備の

レベル等に相当の差を生 じていたが,こ れ

は既設との整合をとって統一 した規準を作

るより,そ の時点,時 点での最新の設計思

想をとり入れるために止むを得ないとの考

え方であった。

ただしこの ことは既存の古い設備が安全

性の面で問題があるということではない。

また新旧の設備が存在するという点では我

国 も同じ状況にあり,考 えさせ られるもの

があ った。

(3)運 転員には充分な要員が確保されている

が保安要員を兼任 しており,専 任の保安要

員をもっていない。運転員の交代勤務は6

シフトのところが普通であるが(我 国は4

シフトが普通),我 国のごとく,消 防車操

作 の た め の保 安 要 員 を別 に設 けて い る と こ

ろ は な く,保 全 ま た は シ フ トの 要 員が 全員

で 操 作 す る と い う ことで あ っ た。

(4>コ ン トロー ル セ ン ターの 設 計 に つ いて フ

ラ ンス と ス ペ イ ンで は設 計 思 想 が 異 り,飛

行 場 の 管 制 塔 型の フ ラ ンス に対 し,ス ペ イ

ンは トー チ カ型で あ る。 我国 は その 中 間 と

言 え よ うが 運 転管 理の 考 え方 の 差 が 現 われ

た もの と 思 わ れ る 。

な お モ ン トアー ル は最 新 の 基 地 と して,

操業 の 安 定 を 目的 と した 受 入設 備 ・配管 の

二 重化 を徹 底 して行 って い るが,コ ン トロー

ル セ ン タ ーの 計 装 の バ ッ クア ップ シ ステ ム

は 我 国 の 方 が 進 ん で い る 印 象 を受 けた 。

また,ヨ ー ロ ッパ のLNG基 地 を 視 察 し

て,特 に 感 じた こ とは,安 全思 想 に お け る

黛燈締謎
や 他 か ら侵 入 す る暴 力 か ら 自 らを 守 る安 全

(Security)が 存 在 す る 。 ヨー ロ ッパ で

は 基 地 周 辺 に 高 圧 電 線 を 配 備す る 等,Sec-

urityに 対 して,相 当の 配 慮 が な さ れ て い

る こ とが,印 象 的 で あ った。(く わ ば ら

お さむ 主 管 研 究 員)
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海外 における原子炉の廃止措置

三 井 英 彦
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1.は じ め に

エネルギー資源の乏 しいわが国にとって ,

原子力発電の担う役割はますますその重要性

を増しつつあるが,一 方でその廃止後の管理

及び処理処分を安全かつ円滑に実施できるよ

う長期的視点に立って調査研究を進めておく

ことは重要なことである。 このような観点か

ら,当 エネルギー総合工学研究所は,通 商産

業省資源エネルギー庁の委託により 「実用発

電用原子炉廃炉技術調査研究」を進めている

が,こ のほどその一環として,昭 和

58年11月6日 ～23日 の18日 間にわた

② コス トの試算状況

③ 資金対策の現状と動向

④ 技術の進展状況

の4項 目に重点をおいて調査を実施した。

訪問先については,こ れらの調査事項及び

調査期間を考慮 して検討 した結果,国 際原子

力機関をは じめ,ア メリカ,イ ギ リス,フ ラ

ンス,西 ドイツの原子力行政機関,電 力会社,

原子力エンジニアリング会社並びに原子力施

設1ケ 所を含む合計14ケ 所を選定 した。訪問

先及び日程,訪 問先及び調査内容をそれぞれ

表2.1及 び表2.2に 示す。調査内容と調査期

表2.1訪 問 先 及 び 日 程

り原子炉の廃止措置に関す る海外調

査を行った。以下,調 査結果の概要

について述べるが,本 文中には執筆

者の見解に基づ く記述内容も含まれ

ていることをあらか じめお断りして

おきたい。

2.海 外 調 査 の調 査 項 目,訪 問 先

等

今回の海外調査では,

① 法規制の動向

11月6日

7日

8日

10日

14日

15日

17日

18日

21日

成 田 発

BPC(BechteIPower社)

SCE(SouthemCalifomia電 力 会社)

BNWL(BattelleNorthwest研 究所)

CPUC(カ リフ ォルニ ァ公 益 事 業委 員 会)

NRC(ア メ リカ原 子 力規 制 委 員 会)

DOE(ア メ リ カエ ネル ギ ー省)

NUS(NuclearService社)

UKAEA(イ ギ リス原子 力公社)

CEA(フ ラ ンス原 子 力庁)

OECD/NEA(経 済 協 力開 発機 構/原 子 力機 関)　
Agesta(StudsvikEnergiteknikAB)

NIS(NuklearIngenieurService社)

RWE(RheinischWestfalisches電 力 会 社)

IAEA(国 際 原 子 力 機 関)
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表2.2訪 問 先 及 び 調 査 内 容

国 訪 問 先

調 査 内 容

法規制 コ ス ト
資 金
調 達 技.術 そ の 他

ア

メ

リ

カ

Bechtel ◎ ◎

BNWL ○ ◎ ◎

NRC ◎ ○ ○ ○

DOE ○ ○
○

(計 画)

NUS ◎

CPUC ◎ ◎

SCE ◎ ◎

イ リ

ギ ス
UKAEA ○ ○ ○

○
(計 画)

フ ン

ラス CEA O ○ ○ ○

西
ド

イ
ツ

NIS ◎ ◎

RWE ○ ◎

OECD/NEA ○(
活動状況)

国
際
機
関 IAEA ○ ○ ○

辞
孔 ン

o

Agesta ○
○

(計 画)

◎重点 をおいた調査内容

間か ら適宜班を分割 して調査に当った。参加

者は石榑団長(東 京大学工学部原子力工学

科教授)以 下合計13名

であり,電 力会社,原

子力メーカー,建 設会社

等から原子炉の廃止措置

に係る各分野の専門家が

それぞれ数名ずっ参加し

た。表2.3に 参加者名簿

を示す。

訪問先では,事 前に送

付 しておいた質問状に対

する回答を得て討論及び

意見の交換を行った。

3.調 査 結 果 の概 要

3.1法 規 制の動 向

アメ リカ,西 ドイ ツ,

フ ラ ンス 及 び イ ギ リス に

お け る現行 法 規 制 の 要 点

を 表3.1に ま とめて示 した。表3。1か ら各 国 の

主 な特徴 点 を抽 出す る と,次 の よ うに な ろ う。

表2.3参 加 者名簿(五 十 音順)

長

員

〃

団

団

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

吉

忠

治

郎

↓

敬

洋

明

修

一

之

成

彦

一

顕

穰

嘉

祐

雅

東

桂

知

守

英

榑

部

橋

山

山

内

川

野

田

田

品

辺

井

石

阿

石

牛

内

竹

蔦

栂

堀

松

水

渡

三

東京大学工学部原子力工学科教授

川崎重工業㈱原子力本部開発部開発第2課 課長

鹿島建設㈱建築工務部専門課長

中部電力㈱企画室副長

日立エンジニァリング㈱ 日立事業所CE第2部 主任技師

日本原子力発電㈱経理部部長

東京芝浦電気㈱原子力事業本部原子力プラント技術部グループ主務

関西電力㈱社長室企画部副長

富士電機製造㈱原子力推進本部主査

三菱重工業㈱軽水炉技術部部長代理

大成建設㈱エンジニァリング本部原子力部技師

清水建設㈱エンジニアリング事業本部原子力技術課主任

(賄エネルギー総合工学研究所副主席研究員
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表13.1主 要各 国 の原 子炉廃 止 措置 法制 比較 表

(引用条文等の記載内容 は趣 旨である。)

…連の

フロ ー
ア メ リ カ 西 ド イ ツ フ ラ ン ス イ ギ リ ス

・商業炉の使用等の許認 ・原 子炉設備の最終的 な ・原子力基本施設(原 子 ・現在の ところ,廃 止措
可の最大有効期問 は40 停 止は許可 を要 する。 炉等)の 性格が廃止措 置に関する明示規程は
年で ある。 (原子 力法7条3項) 置 によ り,施 設 の設置 なく,ま た規制 当局 の

期聞満了の場合は更新 許可手続は原子力施設 許可の際 に課 せ られた 正式見解 も出 されてい

す ることがで きるが, の建設 と運転 に適 用 さ 技術的諸条件 に反する ない 。 し か し,次 の よ

更新がなければ当該許 れ る 「原子 力法手続 令」 結果 とな る程度 に変更 うな規定が存在す る。

認可はNRCに よ り終 に 従 う。 される ときは設置許可 ・原子 力敷地 許可の付与

結 され る。 (原子 力法7条4項/ の手続 に従 い新た な許 の際,大 臣は書面 によ

(原子 力法103条C) 許可申請書には廃止に 可 を要 す。 り安 全 ヒ必要 な「条件」
運 (10CFR50,51) 関する準備措置 を述べ また,当 該施 設が運 転 を許 可に付加す ること

・すべての被認可者 はN た 「安全報告書」等 の 開始 の際に承 認 された がで きる。条件 には特
RCに 対 して取得 した 書類の提出 を要 す。 「最終 安全報告書」 ま に次 の規定 を含 むこと
ライセ ンスを自発的 に また,法 律上 の損害賠 たは 「一般運 転規則」 が で きる 。

返一ヒし,施 設 を解体 し, 償義務の履行の準備に に反 す るよ うな施設の (b激 地 に あ る,ま た は,

転 その コ ンポ ー ネ ン トを 関す る案の提出 を要 す。 変更,運 転の変更 を行 敷地 にあ るべ き,設
処分す るための承認 を (原子 力法 手続令3条) なう場合には運転許可 備 または施設の設計

申請す ることがで きる。 許可の要件は建設ある の手続 に従 って新た な ・立 地 ・建 設 ・設 置

(10CFR50,82) いは運 転の場合 と同 じ 安全報告書と運転規則 ・運 転 ・変 更 ・保 守

・具体的 には被認可者 は で あ る。 の承 認 を要す。 に関 する規定

終
自分の意志で,必 要 な

作業等 に係 る 「安 全解

(原子 力法7条2項) (1963年 原子力施設 に

関す るデ クレ6条)

(d放 射性廃 棄物の処理

および累積 がユ960年

体書」等 を添 えてNR 放射性物質法の6条
Cに 対 し,「運転認可 の および8条 を侵 さな

所有のみの認可へ の変 い規定

更」 を申請す ることが (1965年 原子 力施設法

結 で き る。 4条)
・所有のみ の認可 申請 に ・大 臣は,つ ね に書面 に
おいては密閉管理,遮 よ り,原 子力敷地許可

蔽隔離,撤 去 ・解体, に,核 物 質の取扱 ・処

新規原子力施設又は火 理 ・処 分 に関 し適当 と
力施設への転用の4つ 考 える条 件 を付加す る
の廃止措置の方法が選 こ とが で き る。

択で き,そ れぞれに必 (同2項)

要 な条件 が課せ られる。 ・大 臣は,つ ね に書面 に

(NRC規 制指針1.86) よ り,改 め て,条 件 の

・所 有のみの認可 を受 け ・最終 的 に停止 された設 ・行政 当局は事業者 に対 変 更又は廃 止 がで きる。(同
3項)

た者は,全 ての燃料,.

放射性物質及 び原料物

質が施設 から撤去 され
るまで,こ れらの危険

物 の保持 に係 る認可 を

備 の 「安全 な封 じ込 め」

は許可 を要 する。

(原子 力法7条3項)
ただ し廃止方式 として

の安全貯蔵 につ いては

して完全な解体 を義務
づけ ることは しない。

通 常運 転の停 止後,放

射化 生成物の取 出 しの

他 に次 の措 置が要求 さ

これ らの規程 により廃

止措 置の扱 い には,何

等かの条件の付加,又
は変更 も しくは規制当

局の承認 が必 要 とな る

安 保 持 しなければ な らな 任意の選択権が与 えら れ る。 もの と 考 え ら れ る 。

全

貯

蔵

いo

(NRC規 制 指 針1.86)

れて いるの ではな く,

後 の撤去 ・解体 に備 え,

放射能の減衰 のため に
必要 とされる もので,

究極 的 には放 射線 防護

のための監視 が不要 と

なるまで撤去 ・解体 さ
れ ることが要求 され る

とい う解釈 が有力で あ
る。

(原 子 力法7条3項 解

釈)

① 放射能 を有す る部分
を安全 かつ隔離 され

た状態で密封 し,将

来 におけ る作業 が可

能で あるよ うな状態
に施設 を維持す るこ

と。

②施 設 を監視,維 持 す
る手段 を設置 し,施

設の新た な状 態 に適

合 した放射能の監視,
管理 を実施す ること。

・解体 ・撤去作業中 およ

び終 了後の施設 に対す
る安全規制 にっ いては,

施 設の保 有す る放射能

量 によって適 用法令は

異 るが,い ずれにせよ,

危険 に対応 した規制は

・原子 力敷地 許可は,い
つ でも,大 臣 がこれを

取 消 し,ま たは,許 可

を受けた者が これを返
上 す るこ とが できる。

(同法5条)
・取 消 または返上の場合

は,許 可 を受 けた者は,

大臣の要求 があると き,
大 臣の指 定す る者 に許

可 を引渡す等 の措置 を

要 す。大臣は その敷地
の残 存物 からの放射線

によ る人的,物 的損害
の危険防止等 のため適

当 と考 える指示 を与 え
ることがで きる。

(同法同条2項)

続 く。

・施設の放射性 コ ンポネ ・設備 またはその一部 の ・完 全解体 または部分的

解 ン トに対 し,大 規模 な 解体 は許 可 を要 す る。 解体 により原子力基本

体 構造上の変更が計画さ (原子力法7条3項) 施 設 とみ なすべ き基準
・ れる場合 はNRCに 対 許可の要件は建設ある 以下の残留放射能 しか
撤 し解体計画の提出を要 いは運転 の場 合 と同 じ な くなるよ うな作 業 を

去 す。NRCは 審査 を行な
い,解 体命令 を発 す る。

である。

(原子 力法7条2項)

行 う場 合は運転認可 の

変更手続 に従 う。
'
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解
体

・

(10CFR50,82)
・解体 が完 了 した旨文書

で通知 を受 けるとNR

・事業者 は施 設の停 止 と

解体 に関 する安全報告

書の提出 を要す。

撤
去

Cは これ を確認す る。

(NRC規 制指針1 .86)

・監督庁 は新 たな諸規定

を遵守 するこ とを条件
に作業 に同 意 を与 える。

・放射性 コンポ ネ ントは ・解体等 によ り生 じた放 ・除染,切 断解体 作業 に
敷地外へ搬出されて公 射化 された施設部分又 よって生 じた液体状 及

認埋 設地 へ埋設 される は汚染 された施設部分 び気体状の放射性廃棄
か,敷 地 内で厳重 に管 は,安 全 に利 用 され る 物の原子力施設外への

廃 理 され るかの いず れか か,も しくは放射性廃 排出 は,許 可 を要す る。

棄
であ る。

(NRC規 制指針1.86)
棄物 と して秩序 正 しく
除去 されるよ うに配慮

(1974年12月31日 デ ク
レ3条)

物
・解体 ・撤 去の場合,全
燃料 集合体,放 射性 の

しなければな らない。

(原子 力法9a条)
(1974年11月6日 デ ク

レ2条)

処 流体 と廃棄物及び一定 ・放射線防 護令47条 に よ ・解体撤去 によって発 生

理
の許 容表面汚染密度(

同上指針1.86のTable1

り引渡 し義務が免除 さ

れる場合 には,当 該放
した放射性廃 棄物 は,

サ イ ト内 に中間貯蔵 さ

●

に示す値)を 超 える放 射1生廃 棄物 を一般廃 棄 れる場合 もあるが,最
射能 を有す るその他 の 物 と同 じよ うに処 分す 終的には最終貯蔵施設

処 物 は敷地 から撤去 され る こ とが で き る。 に貯蔵 されなければ な
ねば ならない。 その後 らな い。

分 施設の所有者は許可要
求事項 を何 ももたずに

敷地の無制限使用 をす
る こ とが で き る。

(同上)

参 考文献 電 力中央研究所調査 報告:58203欧 米主要国及 び国際原子 力機関(IAEA)に お・ける原子 力施設 の廃炉 に関

す る調査研 究(平 島鹿蔵)
電 力中央 研究所調査 報告:58101原 子 力施設のデ コ ミッ ショニ ングに関す る法規制 と資金調達 西 ドイツ

電力中蜥 究所調査報告,581。2原 子力轍 のデ。,。 シ。二.グ に関する1去規制と資鋼 達(璽 黎

(熊 倉f彦)原 子 炉 デ コ ミ
ッシ ョニ ン グハ ン ドブ ッ ク(サ イエ ン ス フ ォ ー ラ ム)

つ

① アメ リカ

アメ リカの法制は,原 子炉の解体など廃止

措置のための運転停止を,認 可内容の変更と

してとらえ,所 有はするが運転をしない原子

炉として認可し直す。危険が存する限り規制

上必要な許認可を保持させ,解 体するときは

解体計画の届出をさせ,解 体命令をだす。い

わば"運 転認可内容変更主義"と で もいえよ

う。

② 西 ドイツ

西 ドイツの法制は,原 子炉の廃止のための

運転停止を設置許可内容の変更としてとらえ,

廃止もその後の施設の保持も'解体 もそれぞれ

許可を要する。特有の危険の存するところに

は許可が伴うという思想が貫かれている。い

わば"設 置許可内容変更主義"と でもいえよ

う。

③ フランス

フランスの法制は,原 子炉の廃止はそれに

よる原子力基本施設の性格の変更の程度に従っ

て新たな許可を要 したり,あ るいは新たな運

転規則の承認を要することとなったりする。

施設の変更内容に従って適用法令が異 り,手

続が異る。いわば"施 設の性格の変更度合主

義"と で もいえよう。

④ イギ リス

イギ リスについては,法 制上原子炉の廃止

に特色を示す規定はないが,あ えていうなら

ば,"条 件付加主義"と で もいえよう。

現在,原 子炉の廃止措置に関する法規は各

国とも十分確立するには至っていないが,現

行法令下でも原子炉の廃止は可能であり,ケ ー

スバイケースで対処 し得るとの見解をとって
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いる。 しかし,関 係法令を整備 しようとする

動きはみられ,特 にアメリカにおいてそれが

著しく,そ の準備作業が着々と進められてい

る。そこで本節ではアメリカにおける法規制

の動向に焦点を絞って述べることとする。

表3.1に みられるように,ア メリカの場合,

原子炉の廃止に係る法規としては,原 子力法,

連邦エネルギー規則(10CFR)及 び規制指

針1.86が あるが,現 在,解 体撤去後の跡地の

残留放射能 レベルの問題,解 体撤去等のコス

ト評価とその妥当性の問題,財 政保証措置の

問題等々が検討されており,法 規の追補改訂

準備作業が進められている。その状況を連邦

エネルギー規則についてみると,1984年4月

及び7月 に次の追補改訂案が示されることに

なっている。

1984年4月 に追補改訂案が示されるもの:

10CFR

〃

10CFR

〃

〃

〃

Part30(バ イ プ ロダ ク ト関 係)

〃40(ソ ー ス マ テ リア ル関 係)

Part50(原 子 炉,再 処 理 関 係)

〃5ヱ(環 境 関 係)

〃70(ウ ラ ン濃 縮 ,燃 料 製 造

関 係)

〃72(使 用 済 み 燃 料 貯 蔵 関 係)

1984年7月 に追補改訂案が示されるもの:

10CFRPart20(無 制限使用 レベル関係)

また,規 制指針1.86に ついてみると,原 子

炉の廃止計画,手 続き及び放射性物質許容表

面汚染密度の表の改訂が予定されており,そ

の草案が1984年7月 以降に完成することになっ

ている。

コス ト評価 とその妥当性及び財政保証措置

については,新 しい規制指針の制定が予定 さ

れており,1984年8月 にその草案が完成する。

また,将 来 の 解 体 撤 去 を 考 慮 した 設 計 に っ い

て も,設 計,建 設,運 転,解 体 の4段 階 に 分

けて,フ ィ ー ジ ビ リテ ィ,コ ス トベ ネ フ ィ ッ

トの 両 面 か ら検 討 中 で あ り,1984年7月 の検

討 完 了を ま って,そ の 結 果 を 規 制 指 針 に 反 映

させ た い と して い る。

以 上 の よ うに,現 在 追 補 改 訂 作 業 が 進 め ら

れ て い るが,こ れ らの 整 備 が 完 了す る の は

1985年 半 ば と い う こ とで あ る。

な お,原 子 炉 の 解 体 撤 去 後 の 跡 地 の 無 制 限

使 用 レベ ル と して 原 子 力 規 制 委 員 会 は50ミ リ

レム/年 を 考 え て い る(従 来10ミ リ レ ム/年

と して い た)が,ALARAの 精 神 か らな る

べ く低 い 値 が 望 ま しい と して い る 。

3.2コ ズ トの試算状況

原 子炉 の廃 止 に要す る コス トは,た とえ ば,

アメ リカで はBNWL(BattelleNorthwest

Laboratory),NUS社,Bechtel社 等,ヨ ー

ロ ッパ で はNIS社(西 ドイ ツ)等 を は じめ

い くつ か の 機 関 で 試 算 され て い る 。BWR及

びPWRに 関 す る試 算 例 を それ ぞ れ 表3.2及

び 表3.3に,こ れ らを 図 示 した もの を 図3.1

に示す 。 図3.1に お い て,棒 グ ラ フの 上部 に,

76-78,79-Presentと 記 され て い る の は,

そ れ ぞ れ1976-1978年,1979年 一 現 在(1982

年)に お いて 試 算 され た コ ス トと い う意 味 で

あ り,AVG/87等 と記 さ れ て い る の は 平 均

値 が87M$(百 万 ドル)と い う こ と を 表 わ し

て い る 。

原 子 炉 の 廃 止 に 要 す る コス トを 比 較す る場

合,注 意 す べ き ことは,前 提条件 を よ くチ ェ ッ

クす る必 要 が あ る とい う こ とで あ る 。 た とえ

ば,ア メ リカ原 子 力 規 制 委 員 会 の 委 託 を 受 け

て コス トを 算 出 して い るBNWLで は,放 射
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表3.2 BWRの 廃 止 に 要 す る コス ト見 積 り額 の 比 較*)

(単一ユニ ット即時解体撤去の場合)

Study

NIS/Germany

NRC

AIF/NESP

BWR

Hatch#1

Millstone#1

OysterCreek

Monticello

BigRockPoint

*

1

2

Prepared

By

N-1-S

PacificNW

Labs

(Battelle)

NES

Bechtel

Bechtel

NEUtil.

Serv,Co.

JCPL

NES

Consumers

PowerCo.

1200

1155

1!44

1100

786

652

640

545

63

Cost

($Millions)
1982

0

4

〔
J

R
)

1

58

234

50

66

120

61

35

%
Contingency

0

〔Q

2

2

15

None

25

Estimated
Total

Cost

($Millions)

!801

80

58

293

66

83

1382

61

44

Noallowanceforspentfuel;powerrequirementsestimatedat$4Mfol・studieswhichexcludedthiscostinscope.

Extensivedemolitionbelowgrade;allradwastetobepackagedin55/llOgallondrums.

ScopeexpandedrelativetoreferenceNESPstudyforadditionaldecontamination.radwaste.

ら

表3.3 PWRの 廃 止 に 要 す る コ ス ト見積 り額 の 比 較*)

(単一ユニ ッ ト即時解体撤去の場合)

Study

NYSEG

NIS/Germany

DOE

AIF/NESP

NRC

PWR

Davis-Besse#1

Millstone#2

Farley#l

TMI#1

MaineYankee

Palisades

PrairieIsland#1

SanOnofre#1

ShipPingPort

*

ユ

2

3

4

5

6

Prepared

By

UnitedPower

Assn.

NES

N-1-S

DOE

NES

PacificNW

Labs

(Battelle)

Bechtel

CEIC

NEUtil,

Serv,Co.

Bechtel

JCPL

SWEC

Consumers

PowerCo.

NES

NUS

B&R

1250

1200

1200

1178

1175

1100

906

870

829

819

790

700

530

430

155

Cost

($Millions)
1982

74

124

40

50

44

170

53

71

33

126

60

72

8

KJ

らD

「Q

8

4

%
Contingency

5

FO

〔」

ワ
臼

2

2

O

rD

門D

「D

りQ

1

2

2

25

None

156

Estimated
Total

Cost

($Millions)

Noallowanceforspentfuel;powerrequirementsestlmatedat$.1NTt`oi'studieswhichexcludedthisinscope

Extensivedernolitionbelowgrade;allradwastetobepackagedln55/1ユOgallond!'ums、

Decommissioncontainment/auxiliarybuildingsandsystemsonly,

ScopeexpandedrelativetoreflerenceNESPstudyforadditionaldecontamination,radwaste.

Demolitionto2rbelowgradeandrestoreasbeach

NondestructiveremovalofRPV/intervalsinonepiece;systemdecontaminationnotincluded.

Extenslvestudieswerecompletedearliel'(2%yearplanningeffort,cost$6M)

2132

66

89

43

1453

75

90

73

854

505
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＼ 」 図3・1"1原 子 炉 の 廃 止 に 要 す る コ ス トの 比 較(1982年,100万 ドル)

・COMPARISONOFTHERANGEOFDECOMMISSIONINGCOSTSINEARLIER

ANDLATERSTUDIES($Mllhons,ユ982)

(注)*)試 算 対 象 炉 の基 数

能が関与 している部分のみを対象範囲として

いるのに対 し,NUS社 ,Bechtθ1社 では放

射能が含まれていない部分 もその対象範囲に

含めているし,NIS社 では管理区域の建屋,

設備及び機器(具 体的には,PWRの 場合,

原子炉建屋,補 助建屋,廃 棄物建屋とそれら

の内容物,BWRの 場合は,こ の他にター ビ

ン建屋とその内容物を追加)を その対象とし

ている。このように,そ れぞれ試算の前提条

件が違うこともあって,原 子炉の廃止に要す

るコス トは図3.1に みられるように,か な り

ばらついていることがわかる。

原子炉の廃止に要するコス トの対建設費割

合については,機関ごとにいろいろな数値が

示 され たが,結 局,IAEAが い って い た よ

う に,10～30%の 範 囲 に あ る と い うの が 現 状

で あ る。

3.3資 金対策の現状 と動 向

1)ア メ リカ

ア メ リカで は,ほ とん どの 州 に お い て,原

子 炉 の 廃 止 に要 す る費 用 は 原 子 力 発 電 所 開 始

時 か ら減 価 償 却 費 と して 計 上 され,電 気 料金

に 算 入 され て い る。 しか し,フ ロ リダ州 の よ

うに,ご く一 部 の 州 で は 外 部 減 債 基 金 法*)に

判耐用年数 にわた り需要家が支払 う年額 を公債等 の

形で外部 に積立て,元 利合計が原子炉の廃止費用

と同額 になるよ うにす る方法
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◎ ●

◎ ●

より資金準備を している。

アメリカの減価償却制度では,減 価償却の

対象額は設備の取得原価から(撤 去設備の残

存価額一撤去費用)を 控除した価額であり,

この価額を耐用年数にわたって償却する。 こ

の方式は 「負残存価値減価償却法」ともいわ

れている。従って,ア メリカにおいては,こ

の償却制度を前提とする限り,資 金の確実性

の問題を別にすれば,原 子炉の廃止措置だか

らといって,制 度的には特別なものではない。

このような形で準備される償却額は内部留保

としてその使途は企業の判断にまかされてい

るが,有 税扱いとなっている。 しか し,ア メ

リカの減価償却制度では,設 備 ・目的別に償

却方法と耐用年数が定められ,決 算面での定

額法と比較的長い耐用年数に対 し,税 務面で

は定率法と比較的短い耐用年数が使われてい

る。このため原子炉の廃止に要する費用相当

分の償却額は,税 務上は有税であるが,決 算

上の減価償却額と税務上の減価償却額との差

により,完 全にカバーされ,実 質上無税となっ

ている。

この方法における問題は資金確保の確実性

で,こ の点については法規制のところで述べ

たように,原 子力規制委員会は原子炉の廃止

に要する資金に関して新 しい規制指針を制定

する予定である。原子力規制委員会の立場で

は,こ のような方法による資金準備は十分で

はな く,保 険等の追加的保証措置が必要であ

るとしており,代 替案としての前払法あるい

は,外 部減債基金法等により高い評価を与え

ている。

2)ヨ ーロツパ

西 ドイツでは,原 子炉の廃止に要する費

用は現在の発電によって便益を受けている需

要家が当然負担すべき費用として料金参入が

認められ,決 算上も引当金が計上されており,

税務上 も損金と認められている(無 税)。

原子炉の廃止に要する費用は耐用年数にわ

たって,イ ンフレ分を修正しなが ら引当てら

れており,こ の引当金の取扱い,取 崩 し方法

については何ら制限はなく自由とされている。

しかし,現 在,政 府としては,取 崩 しについ

て何らかの制限を加えることを考えているよ

うである。

フランス,イ ギ リスでは,電 気事業は国有

事業であるが,原 子炉の廃止に要する費用は

現在の需要家が負担すべきコス トとして料金

算入がなされており,税 法上も無税とされて

る。

フランスでは原子炉の廃止に要する資金は

フランス電力庁の管轄であり,引 当金として

決算計上され,料 金算入されている。引当額

は内部留保として蓄積されるが,目 的外取崩

しは不可となっている。

イギリスにおいて も,1976年 か ら引当金と

して計上されている。

3.4技 術の進展状況

訪問した各機関で挙げられた解体撤去関連

技術を技術分野別,機 関別に表3.4に まとめ

た。

解体撤去関連技術については,特 に目新し

い技術は見当らず,従 来からいわれてきた技

術が着実に進展しているということができよ

う。

表3.4に 示した技術のうちのい くつかにつ

いて以下補足的な説明を加えることにする。

1)ア メ リカ原子力規制委員会

アメ リカ原子力規制委員会は1983年7月 か
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表3.4適 用 技 術

機 関 除 染
解 体

鋼 構 造 物 コン ク リー ト構 造 物

NRC

○ 化学 除 染(Solvent,廃 棄 物

ハ ン ドリン グ他)

DF=500～200
DOE

○ 電解研磨 ○ プ ラ ズマ アー ク

◎ イン ター ナ ル カ ソー ド法 ○ 機械的切 断

◎ 振動 ○ シ ェプ チ ャー ジ

BNWL ○ 高圧 フ レオ ン ○ ガ ウ ジ ン グ十 ガ ス

○ 固定 材(Fixative) ○ 回転鋸(油 圧駆動

○ コ ン ク リー トス ポ ー ラ ー モ ー タ ー)

○ 高圧水

◎ 機械除染(TMI-2) ○ ア ー ク ソー (○ 表面 はつ り)

・AbrasiveBlasting ○ プ ラ ズマ アー ク

・FreonBlasting

・Scabblers

○ ガ ス トー チ

○ 機 械 的切 断 麟 射化コンクリート除去)
・Scarifiers

・PneumaticSpallers

BECHTEL ・Grinders

◎ 化 学 除 染(TMI-2)

・Forms&Gels

・Electropolishing

・AcidEtch

・Solvent

・Reduction-Oxidation

○ 酸 素 プ ロパ ン ガ ス ○ ニ ュ ー マ テ ィ ッ クブ レー カ ー

UKAEA
○ 爆破工法

○ ゲル方式 ○ レ ー ザ ー

○ 高圧噴水 ○ 爆破

CEA ◎ 水 中 プ ラ ズマ トーチ

◎ 熱誘起 クラッキン グ

○ 化学除染 ◎ プラズマ ◎ ソー イ ン グ→ 爆 破

DF=10,電 解 研 磨 な らbetter ○ 酸素ガス

NIS
○ 水洗 ◎ 深冷爆破

○ 熱切 断
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◎ 本文 中説明 を加えた もの

廃 棄 物 遠 隔 操 作 解体撤 去を考慮 した設計

◎'83。7～'847エ ン ジ ニ ァ リ ン グ 会

社に研究 委託→ 規制指針に反映

○ 溶 融 ボ ロ シ リケー トガ ラ スを 入

れ た セ ラ ミッ ク メル タの プ ロセ

ス開発

OTRU廃 棄物の処理 プロセ スの

開 発

○ 固化体の開発

○ ポー タブル除染設備 ○ 建屋容積 を小 さく

○ 配管補修交換等に実績 ○ 配置計画

○ 解 体,廃 棄 物 パ ッケー ジ,コ ン OALARA

ク リー トの はつ り等へ の適 用 検 ・ ア クセ ヌ、性 確保

討 ・ 分解容 易性

・ 汚染機器の遮蔽分離

・ 汚染拡 大防止

○ 構造設計上の保守性低減…物量

低減

○ 鉄 筋 コ ン ク リー ト製 コンテ ナ

○ 溶 融(ス ラ グ 除 去)

,

◎ 遠隔操作アーム

○ 固化 方 式(セ メン ト,ガ ラ ス,

ア ス フ ァ ル ト,プ ラ ス チ ッ ク,

熱硬化樹脂,エ ポキシ樹脂)

○ 大容 量輸 送,パ ッケー ジ ン グ他

○ セ メ ン ト固 化 ○ ニー ダー アイ ヒバ ッハで適 用 予 定

(全 自動) (マ ニ ピ ュ レー タ)

○ 熱切 断用

○ 供用期間中の メンテナ ンス技術

の適用
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ら1年 間 の 予定 で,将 来 の 解 体 撤 去 を 考 慮 し

た 設 計 につ いて エ ン ジニ ア リ ング会 社 に調 査

研 究 を委 託 し,検 討 させ て い る。 す で に 約100

種 の 方 法 を,① 使 え そ う もな い,② 効 果が あ

る と思 わ れ る,③ コス トベ ネ フ ィ ッ トの 研 究

が 必 要,に 分 類 し終 っ た と い う こ とで あ る。

③ の 中 に は,た と え ば材 料 の 代 替等 が 含 まれ

て い る。 調 査研 究の 結 果 は規 制 指 針 に反 映 さ

れ る 予 定 で あ る 。

2)BNWL

イ ン ター ナ ル カ ソー ド法(除 染技 術)に っ

い て は,す で に30フ ィー ト長の 配管 除 染 に実

績 が あ る と い う こ とで あ る。 ま た振 動 に よ る

除 染 は,細 か い カー ボ ンス チ ー ル 粒 子 の 入 っ

た10%ア ル カ リ溶 液 の 中 に 被 除 染物 を 入 れ,

これ を1000サ イ クル/分 で 振 動 さ せ て 除 染 す

る もの で,ゴ ム や金 属 等 の 混 在 が 可 能 で あ る

と して い る 。

3)Bechtel社

Bechte1社 で は 新 規 の 技 術 開 発 と い う よ り

は既 存技 術 を実 際に適用 す る ための 開発 を行 っ

て お り,機 械 除 染,化 学 除 染 と もにTMI-

2を 対 象 と した もの で あ る。 化 学 除 染 に つ い

て は,表3.4に 掲 げ た 技 術 以 外 に,一 次 系

除 染 に 関 して 多 くの 方 法 を 検 討 した 結 果,最

終 的 に5つ の 方 法(H202+OxalicAcid,

APAC,CAN-DECON,LOMI,AP-Citrox)

に 絞 り,目 下 腐 食 試 験 を 実 施 して い る と い う

こ とで あ る。

4)フ ラ ンス原 子 力 庁

鋼 構 造 物 解 体 技 術 の 水 中 プ ラズ マ トー チ に

っ いて は,1982年 に シア トル で 開 催 され た原

子炉 の 廃 止 措 置 に 関す る シ ンポ ジ ウム に お い

て報 告 され て い る(気 中 で200mm厚,水 中で

100mm厚,水 深8mで25mm厚 の切 断 が可 能)

が,そ の 後,水 深8m以 ヒで 使 用 で き る よ う

に 開 発 が 進 め られ て い る。 ま た 熱 誘 起 ク ラ ッ

キ ングは14mm厚 の 切断 が可能 とい う ことで あ

る。

遠 隔 操 作 技 術 で は,取 扱 い 可 能 重量が 気 中

で25kgの ア ー ムの 開 発 を 完 了 し,目 下 これ を

水 中で50kgに す るた め の 開 発 を 行 って い る 。

5)NIS

NISは 独 自の 開 発 は 行 って い な い が,い

ろ い ろ な プ ロ ジェ ク トに 参 加 す る形 で 活 動 し

て い る。 鋼 構 造 物 切 断 技 術 と して プ ラ ズマ ガ

ウジ ング も研 究 して お り,200mm厚 の 切 断 が

可 能 で あ る。 ま た,原 子 炉 圧 力 容 器 に 液 体 窒

素 を 入れ て 冷却 し,爆 破 切 断 す る実 験 を モ デ

ル を使 って 実施 したが,爆 破 時 に 液 体 窒 素 が

飛 散す る た め,爆 破 直 前 に 液 体 窒 素 を 除 去 す

る検 討 を行 って い る 。

Niederaichbach炉 の コ ン ク リ ー ト解 体 に

は 当初 ソー イ ング工法が 適用 され る予 定で あ っ

たが,切 断 に 時 間が か か る と い う理 由で 爆 破

工 法 が 採用 され る こと に な り,モ デル 実 験 を

実 施 した。 爆 破 時 の破 砕 片の 飛 散 を 防 止 す る

た めの対 策が 必要 であ ろうとの ことで あ っ た。

4.お わ り に

今回の海外調査は,通 商産業省資源エネル

ギー庁の委託を受けて当研究所が実施してい

る調査研究の一環として行ったものである。

本調査では,原 子炉の廃止措置に関す る法規

制の動向,解 体撤去などのコス トの試算状況,

資金対策の現状と動向及び技術の進展状況に

重点をおいて調査を実施 した。

法規制の面では,ヨ ーロッパ諸国の動きが

あまりみられなかったが,ア メリカ原子力規
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制委員会を中心とする動きが活発で,連 邦エ

ネルギー規則あるいは規制指針の改訂や資金

に関する新たな規制指針の制定等重要な動き

を把握することができた。また,コ ス ト及び

資金対策の面では,コ ス ト試算の動向,資 金

調達法とその運用状況及び課税状況等に関す

る各国の具体的な動きを,技 術面では,除 染,

解体,廃 棄物処理,遠 隔操作,解 体撤去を考

慮した設計等の各分野における技術の現状と

動向を把握することができた。

今回の調査で,訪 問した各国の諸機関並び

に国際機関はいずれ も原子炉の廃止措置は重

要な課題であるとの認識を もっており,最 大

の関心を示していることがよく理解できた。

原子炉の廃止措置の分野にはまだ解決 しなけ

ればならない課題が多く残されている。わが

国において も,今 後さらに世界の動向を見極

めっっこれ らを解決 していかなければならな

い。

最後に,今 回の調査に当っては,関 係省庁,

在外日本大使館,海 外電力調査会,原 子力メー

カー,建 設会社,エ ンジニアリング会社及び

総合商社の強力なご支援をいただいた。ここ

に深 く感謝の意を表する次第である。

(みつい ひでひご 副主席研究員)

●
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研究所のうごき
(昭 和59年1月1日 ～3月31日)

◇ 新役員の選任

任期 満 了 に と もな う新 役 員の選 任 が,3月27

日開催 の第15回 理 事会 で行 なわれ,下 記 の よ う

に新役 員 を選任 した。

(任期:昭 和59年4月1日 ～同61年3月31日)

新 役 員

理 事 長 山本 寛 東京 大学 名誉教 授

(所長 山本 寛)

專務理 事 武 田 康

常務 理事 柴 田誠 ・

理 事 秋 山 守 東京 大学工 学部 教授

〃 生 田豊朗 日本 エ ネルギー経 済研 究

所理 事 長兼所 長

監

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

大垣忠雄 電気事業連合会副会長

正親見一 日本原燃サービス株式会

社会長

大島恵一 東京大学名誉教授

奥村虎雄 日本鉄鋼連盟副会長兼専

務理事

椹木義一 京都大学名誉教授

関根泰次 東京大学工学部教授

妹島五彦 日本電機工業会専務理事

朝永良夫 日本産業技術振興協会副

会長

中村俊夫 日本自動車工業会専務理

事

平川誠一 元東京大学工学部教授

古澤長衛 石油連盟副会長兼専務理

事

堀 一郎 東京電力株式会社副社長

事 飯田孝三 関西電力株式会社副社長

望月嘉幸 日本興業銀行常務取締役

◇ 理 事 会 開 催

第15回 理事 会

日 時:3月27日(火)12:00～13:30

場 所:経 団連 会館 ビル(9F>90P}室

議 題:

(1)昭 和59年 度事 業計 画 お よび収 支予 算 につ

いて

(2)昭 和59年 度運 営費 借 入 につ い て

(3)役 員 の選任 につ い て

(4)そ の 他

◇ 企画委員会開催

第29回 企 画委 員会

日 時:1月13日(金)16:30～19:00

場 所:日 本工 業倶楽 部 第7会 議室

議 題:

(1)電 力サ イ ドか らみたエ ネルギ ー技術 開発

課 題 につ いて

(2)そ の他

(3)懇 談

第30回 企画 委員 会

日 時:3月28日(水)14:00～16:00

場 所:東 新 ビル第1会 議 室

議 題:

(1)電 機 メー カーか ら見 たエ ネ ルギー技 術 開

発課題 につ いて

(2)㈲ エ ネルギ ー総合 工学 研究 所 の昭和58年

度 活動 報告 と昭 和59年 度 予定 につ いて

(3)そ の他

◇ 月例研究会開催

第9回 月例 研 究会

日 時:1月27日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビ ル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)昭 和59年 度 エ ネルギ ー関係 予算 につ いて

(資源 エ ネ ルギー庁総 務 課 森 信 昭 氏)

(2)エ ネルギー フロ ンテ ィア計 画 につ いて

(主任 研究 員 長田武 嗣)

第10回 月例 研 究会

日 時:2月24日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)廃 炉 の海 外状 況(副 主席 研究 員 三井 英

彦)

(2)2020年 の世 界 のエ ネルギ ー需給 予測(プ

ロ ジェ ク ト試験 研究部 長 斉藤 晴 道)

第11回 月 例 研 究 会

日 時:3月23日(金)!4:00～16:00

場 所:幸 ビ ル(13F)1303会 議 室
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議 題:

(1)昭 和59年 度 新 ・省エ ネルギ ー技術 開発計

画 につ いて(通 産 省工技 院 ム ー ン ライ ト計

画推進 室 菊 田 滋 氏)

(2)エ ネルギー需 給構 造 の変 化 とその諸要 因

(専務理事 武 田 康)

◇ 主 な で き ご と

1月/0日(火)「 プ ルサ ーマ ル」 第5回 委 員会

開催

ユユ日(水)「 海洋 地熱 」第3回 委 員会 開催

「先 端技 術 を応 用 した原 子 力発電

プラ ン ト検 討」 第6回 委 員会 開催

「LNG施 設総 合 技術 調査」

第4回 研 究 会開 催

12日(木)「FBR実 用 化」 第4回 委 員会

開催

「海外 立地CWMフ ィー ジビ リ

テ ィ調査 」 第4回 打 合 会開催

13日(金)第29回 企 画 委員会 開 催

「パ イロ ッ トプ ラ ン ト液化 反応

器 設計 の ため の調査 」 第2回(58

年度)委 員会 開催

19日(木)「 ウ ラ ン濃縮 事 業化 調査」 第2

回 委 員会 開催

20日(金)「(自 然 エ ネルギ ー利 用住 宅 シ

ス テム技術 の 研究 開発)EM」

第8回 委 員会 開催

24日(火)「 先端 技術 を応 用 した原 子 力発

電 プ ラ ン ト検 討」 第7回 委員 会開

催

25日(水)「 燃 料 電池 の 需要量 調査 」 第1

回委 員会 開催

「海洋 エ ネル ギー」 第4回 委 員

会開 催

「原子 力 プ ラ ン ト運 転 の信 頼 性

に関 す る研 究会 」 開催(第33回)

26日(木)「 実用発 電 用原 子炉廃 炉 技術 調

査」 第2回 委 員会 開催

「エ ネル ギー供 給構 造」 第6回

委員 会開催

「バ イオマ ス」 第3回 委 員会 開

催

27日(金)第9回 月例研 究会 開 催

「メタ ノール利 用可 能性 調査 」

第3回 委員会 開催

lJj30[1(Jj)「 エ ネ ルギー技 術 国際 比較 」

第11回 委員会 開催

「プ レ ミア ムガ ソ リ ン利 用 動 向

調査 」 第3回 委 員会 開催

2月2日(木)「 プルサ ーマ ル」第6回 委 員会

開催

16日(木)「 メ タノー ル環 境安 全性 検 討」

第4回 委 員会 開催

「エ ネ ルギー供 給構 造」 第7回

委 員会 開催

20日(月)「 海洋地 熱 」第4回 委 員会 開催

21日(火)「 海洋 エ ネ ルギー」 第5回 委員

会 開催

「先端 技術 を応 用 した原 子 力発

電 プ ラ ン ト検 討」 第8回 委 員会 開

催

「プ ルサ ーマ ル」第7回 委 員会

開催

23日(木)「FBR実 用化」 第5回 委 員会

開催

「パ イロ ッ トプ ラ ン ト液 化反 応

器設 計 のた めの調査 」 第1回 委 員

会 開 催

24日(金)第10回 月例研 究会 開 催

28日(火)「 プ ルサー マ ル」 第8回 委員 会

開催

「ウラ ン濃縮 事 業調査 」 第3回

委 員会 開催

29日(水)「 メ タノー ル環境 安 全性検 討」

第5回 委員 会 開催

3月5日(月)「 燃 料電 池需 要量 調査 」 第2回

委 員会 開催

6日(火)「 先 端技 術 を応 用 した原子 力発

電 プ ラ ン ト検 討 」第9回 委員 会 開

催

9日(金)「 エ ネルギ ー フロ ンテ ィァ計画

調査 」 第3回 委 員会 開催

「(自 然 エ ネ ルギー利 用住 宅 シ

ステ ム技術 の研 究 開発)EM」

第9回 委員 会開 催

「新種 電 池技 術 の調査 研究 一電

池 システ ム検 討 会」 第6回 委 員会

開催

12日(月)「 原 子 力 プ ラ ン ト運 転 の信頼 性

に関 す る研究 会」 開催(第34回)
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3月13LI(火)「 プ ルサ ーマ ル」第9回 委員 会

開催

「エ ネル ギー供給 構 造」 第8回

委員会 開催

16日(金)「 プ レ ミア ムガ ソ リ ン利 用動 向

調査」 第3回 委 員会 開催

「エ ネ ルギー技 術 国際 比較」

第12回 委 員会 開催

「実用 発電 用原 子炉 廃炉 技術 調

査 」 第3回 委 員会 開催

「(自 然 エ ネルギ ー利 用住 宅 シ

ス テ ム技術 の研究 開発)EM」

第10回 委 員会 開 催

21日(水)「 バ イ オマ ス」 第4回 委員会 開

催

22日(木)「 先端 技術 を応 用 した原子 力発

電 プ ラ ン ト検 討 」第IO回 委員 会 開

催

「メ タノー ル環境 安 全性検 討」

第5回 委 員会 開 催

23日(金)第11回 月例 研 究会 開催

26日(月)燃 料 電池 特別 講演 会 開催

「パ イロ ッ トプラ ン ト液化 反応

器設 計 の ため の調査 」第2回 委員

会 開催

27日(火)第15回 理 事会 開催

「メ タノー ル利 用可能 性調査 」

第4回 委員 会 開催

「海 洋 エ ネル ギー」 第6回 委 員

会 開催

28日(水)第30回 企 画委 員 会開 催

「海 洋地 熱」 第5回 委員 会 開催

「FBR実 用化」 第6回 委 員 会

開催

29日(木)「 ウ ラ ン濃縮 事 業化 調査 」第4

回委 員会 開催

◇ 人 事 異 動

03月31日 付

主任 研究 員 田辺義雄 退職(出向解除)

◇ そ の 他

特 別 講演会 開催

3月 下 旬 か ら4月 上旬 にわた って来 日 された

米 国 エ ネルギ ー省 ア ルゴ ンヌ国立研 究 所 の ア ッ

カーマ ン博 士 を招 いて下 記講演 会 を開催 した。

日 時:3月26日(月)14:00～!6:30

場 所:東 海 大校友 会館 望 星 の間

演 題:「 ア メ リカにお け る燃料 電池 技術 開発

の現状 と展 望一 溶融 炭 酸塩 型 燃料 電池

を中 心 と して」

講演 者:Dr.JohnP.Ackerman

(Manager,ElectrochemicalResearch,

ANL,U.S.DOE)

外 国 出張

(1)竹 下 宗 一主 任研究 員 は,「 メ タノー ル改質

型 高効率 ガ ス ター ビ ン技 術調査 」 のた め,1

月19日 か ら2月5日 の 間,米 国 に出張 した。

(2)片 山優 久雄 主管研 究 員 は,「CWMの 製造

及 び輸 入 に関 す るフ ィー ジ ビ リテ ィス タデ ィ

に おけ るオー ス トラ リァ炭 田及 び港 湾 調査 」

のた め,3月3日 か ら同 月13日 の問,オ ース

トラ リアに出張 した。

(3)高 倉毅主管 研究 員 は,「 海 外立地CWMの

フ ィー ジビ リテ ィス タデ ィにお け る炭 田及 び

港湾 調査 」 のた め,3月3日 か ら同 月13日 の

間,オ ー ス トラ リア に出張 した。

(4)菅 野孝 悦主 任研 究 員 は,「 噴流床 方式 石 炭

ガス化複 合発 電技 術 開発動 向 調査 」 の た め,

3月3日 か ら同 月18日 の 間,オ ラ ンダ,西 独,

仏,並 び に米 国 に出張 した。

(5)安 藤 順 康主任 研 究 員は,「 欧 ・米 にお け る

高速 増殖 炉耐 震設 計 に関 す る調 査」 の た め,

3月3日 か ら同 月18日 の間,仏,西 独,英 並

び に米国 に出張 した。

(6)中 村政則 主任 研 究員 は,「 欧 州 におけ る広

域 熱 供給 発電 システ ムの調査 」 の ため,3月

18日 か ら4月4日 の間,仏,西 独 及 び オ ラ ン

ダに出張 した。

一50一

㌻

)

・カ

「



o

季報エネルギー総合工学 第7巻 第1号

o 昭 和59年4月20日 発 行

編 集 発 行

財団 法 人 エ ネル ギー総 合工 学 研究 所

〒105東 京都 港 区 新橋1-1-13

東新 ビル(7F)

電 話(03)508-8891

無断転載 を禁 じます。(印 刷)和 光堂印刷株式会社

も




